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番 号 １－１－１ 

項 目 名 町政への参加の環境づくり 

議
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総
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政
策
企
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健
福
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籍
調
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産

業 
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設 
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道 
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実施項目 ①まちづくり基本条例の制定 

担当部署 

  ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ★   

実施内容 

まちづくり基本条例の平成
１９年度策定に向けて、その
根幹となる総合計画策定業務
に必要なガイドライン策定作
業に着手した。   
ガイドラインの要素には、
①スケジューリング、②総費
用、③組織のあり方、④タウ
ンウオッチング及びパブリッ
クコメントをどのような手法
で実施するのか、⑤そして全
体業務の構造化、などを盛り
込むこととし、住民や関係機
関団体との協議や調整を行っ
た。 
 

平成１７年度から着手したガイドラ
イン策定作業を完成させ、まちづくり
基本条例制定の基礎となる吉賀町総合
計画策定事務に着手した。進捗状況は
以下のとおり。 
・吉賀町総合計画審議会、吉賀町まち
づくり委員会条例を６月議会で可決 

・策定フロー 

①作業部会（職員２１人） 

  適宜開催 

②まちづくり委員会 

（民間４１人）７回開催 

③計画策定委員会 

（助役、課長職）４回開催 

④総合計画審議会 

（民間１０人）２回開催 

・この間、住民意識調査実施、分析作
業終了し、広報３月号により調査結
果を住民に公表。別紙参照。 

平成１７年度より着手した 
吉賀町総合計画策定作業と併行し
て、まちづくり基本条例制定事務
を進め、平成１９年１２月に終了。
尚、議会に対しては、可能な限り
早い段階から情報提供等を行い意
見反映することに配慮した。策定
フローは以下のとおり。 
・計画策定委員会への提出 
５・９月 

・まちづくり委員会への提出 
４・５・６月、７月承認 

・町議会への提案 
９月中間報告 
１２月１４日議決 

 又、制定された条例については、
町広報掲載等により住民周知に配
慮した。 
 吉賀町総合計画及びまちづくり
基本条例は、別紙参照。 

  

効 果 等 

 
 

  町民と町が相互の役割や責任を
自覚し、協力してまちづくりを進
める条例の制定により、町政への
参加の環境がより一層充実した。 
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項 目 名 町政への参加の環境づくり 
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実施項目 ②審議会等の会議の公開 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

取り組み無し。 取り組み無し。  委員会、審議会の傍聴希望
はなかった。 

 引き続き委員会、審議会の
透明性を図るための広報活動
を続ける。 

 

効 果 等 

 特記事項無し。 
 
 
 
 
 
 

 特記事項無し。 
 
 
 
 
 
 

 特記事項無し。   
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番 号 １－１－１ 

項 目 名 町政への参加の環境づくり 
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実施項目 ③パブリックコメント制度の実施 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

取り組み無し。 行政計画の策定や条例の制
定にあたって、政策形成の段
階から町民の多様な意見を反
映させていくために、町民政
策形成参画制度（パブリック
コメント）の導入に向けて、
島根県実施要綱を参考に検討
を開始した。 
尚、今年度は制度導入前の
ため、自治組織再編等に伴う
意見交換会開催や町総合計画
策定に伴うまちづくり委員会
設置開催などにより、広く町
民の意見を反映させることに
配慮した。 

 島根県実施要綱を参考にし
ながら、多様な住民参加型行
政手法を研究し、制度導入に
向け検討する予定であった
が、協議は進まなかった。 
 ただ、自治区について協議
した柿木地域振興協議会やま
ちづくり委員会などの場で
は、広く町民の意見が反映さ
れるよう配慮した。 

 本年も、多様な住民参加型
行政手法を研究し、各事務事
業実施にあたって、積極的に、
同手法を取り入れるため努力
する。検討に際しては、引き
続き島根県実施要綱を参考に
するものとする。 
 尚、制度導入までに、意見
交換会等の開催などにより、
広く町民の意見を反映される
ことに配慮する。 

 

効 果 等 

 特記事項無し。 
 
 
 
 
 
 

 住民の町政参画機会の拡大
を促進し、併せて住民に対す
る行政の説明責任を遂行する
ための努力をした。 

 住民の町政参画機会の拡大
を促進し、併せて住民に対す
る行政の説明責任を遂行する
ための努力をした。 

 住民の町政参画機会の拡大
を促進し、併せて住民に対す
る行政の説明責任を遂行する
ための努力を行う。 
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実施項目 ④出前講座の実施 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

出前講座実施に向けてのプ 

ランニング作業に着手した。 

プランニングにあたっては、

行政主導となることを極力防

ぎ、住民や地域が求めているも

の、将来必要とされるまちづくり

のノウハウなどがテーマとなる

ようにしなければならない。 

又、将来想定される循環型・

地域密着型・持続型社会モデ

ルの知識などのアナウンスも実

施していく必要がある。 

 

平成１７年度に着手したプ 

ランニング作業に継続して取り

組み、修正を行って構築した
後に実施した。 
 プランの中では、実施する
趣旨、対象範囲、説明場所、
開催時間、メニュー、利用方
法を定めた。別紙参照。 
 プラン策定後は、町広報や
お知らせ版などで十分な周知
を行い、１０月１日から受付
を開始した。 
  

プラン策定後、平成１８年
度１０月より受付を開始し、
各種集会で住民周知をした
が、要望は１件もなかった。 

プラン策定後、平成１８年
度１０月より受付を開始した
が要望は 1 件も無い状況であ
り、各種会合で周知はしてい
るが、引き続き住民周知の方
法も合わせて検討する。 

 

効 果 等 

 プランニング作業に着手出
来できた。 
 
 
 
 
 

 住民への説明責任の遂行と
住民との情報の共有化を図っ
た。 
 但し、今年度は住民からの
要望は無く実績ゼロ。 

住民への説明責任の遂行と
住民との情報の共有化を図っ
た。 
 但し、今年度は住民からの
要望は無く実績ゼロ。 

住民への説明責任の遂行と
住民との情報の共有化を図
る。 
 

 

 



 5 

 

番 号 １－１－１ 

項 目 名 町政への参加の環境づくり 
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総
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実施項目 ⑤地区座談会・行政座談会の実施 

担当部署 

 ○ ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

  当面する課題である「防災
行政無線」「地域防災計画」「選
挙公営掲示場」「自治組織再
編」をテ－マに１０月３～１
９日・６会場で、地区長・班
長・自治委員・公民館長（分
館長）を対象とした説明会を
開催し、意見聴取を行った。  
尚、「自治組織再編」につい
ては、引き続き１０月２３日
～１１月２１日・１８会場で
一般住民を対象とした意見交
換会を開催し、より広範な意
見聴取を行った。 
 又、地元から座談会への出 
席要請があれば積極的に参加 
することとするが、従来の陳 
情・要望方式を改めることに 
留意した。 

本年度当初から再編した自
治組織について、当面、公民
館単位で自治会長と意見交換
会を開催した。 
柿木公民館 ５月２５日、６
月１５日 
七日市公民館 ４月２６日 
朝倉公民館  ４月１７日 
六日市公民館 ４月２６日 
蔵木公民館  ４月１９日 
また、地元から座談会への
出席要請があれば、積極的に
参加した。 
柿木自治会  ６月１７日 
六日市上自治会５月２７日 
沢田自治会  ５月３１日 
柿木地区   ２月２４日 

本年も、公民館単位で自治
会長と意見交換会を開催する
予定でいる。また、５月１２
～１６日にかけて、「まちづく
り意見交換会」を開催する。 
 地元から出席要請があれ
ば、積極的に参加する。 

 

効 果 等 

  住民と行政の情報の共有化
を図ることが出来た。 

住民と行政の情報の共有化
を図ることが出来た。 

住民と行政の情報の共有化
を図る。 
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番 号 １－１－１ 

項 目 名 町政への参加の環境づくり 

議

会 

総

務 
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業 
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設 
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実施項目 ⑥ご意見箱の設置 

担当部署 

 ○ ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ★    

実施内容 

  現行の（旧六日市町時代か 
らの）ご意見箱制度を見直し、 
リニュアールすることとし 
た。  
寄せられた意見等に対して
は、原則回答することとし、
公表可能な事案についてはホ
ームページや広報等で公表す
るとともに、住民の声が施策
に反映されることを念頭にお
いた運用を行うことに配慮し
た。 
設置場所は、吉賀町役場本
庁舎は現在の位置（ホール右
側壁面）、分庁舎はホール右側
の壁面に設置することとし
た。 

   

効 果 等 

 
 
 
 
 
 
 

 住民の町政参画機会拡大の
促進に寄与した。 
 但し、今年度は住民からの
投函は無く実績ゼロ。 
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番 号 １－１－１ 

項 目 名 町政への参加の環境づくり 

議

会 

総
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政
策
企
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健
福
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税
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地
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産

業 
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設 
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育 

実施項目 ⑦情報公開制度の充実 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 公正で透明性の高い行政運
営を確立するため、個人情報
の保護に留意しながら積極的
に情報公開を推進した。 
 年度内における実施状況は
以下のとおりであり、町広報
及び議会だよりにて公表し
た。 
・公開請求件数   ４件 
・公開決定等の件数 ４件 

（いずれも町長部局） 
・公開請求拒否件数 ０件 
・異議申立ての処理件数及び
決定状況     ０件 
 

 今年度も引き続き個人情報
の保護に留意しながら積極的
な情報公開を行う。 
より制度の充実を図るため
に町広報誌による制度の周知
を年度内に行う。 
 
（現在の状況） 
・公開請求件数   １１件 
・公開決定等の件数 １１件 
（町長部局１０件、農業委員
会１件） 
・公開請求拒否件数  ０件 
・異議申立ての処理件数及び
決定状況      １件 
 

 今年度も引き続き個人情報
の保護に留意しながら積極的
な情報公開を行った。 
制度の充実を図るために町
広報誌などによる制度の周知
を図った。 
 
（１９年度の状況） 
・ 公開請求件数 ３０件 
・ 公開決定数  ２５件 
・ 非公開     １件 
・ 不存在     ４件 
・ 公開拒否件数  ０件 
・ 異議申立ての処理件数及
び決定状況   ０件 

（町長部局２６件・農業委員
会１件・教育委員会３件） 
運用状況について広報「よし
か」６月号に掲載し公表する。 

請求件数が伸びつつあり、
今年度も引き続き個人情報の
保護に留意しながら積極的な
情報公開を行う。 
尚、より制度の充実を図る
ために町広報誌などによる制
度の周知を図る。 
 

 

効 果 等 

町政参画意識の高揚を図っ
た。 
 
 
 
 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図った。 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図った。 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図る。 
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番 号 １－１－１ 

項 目 名 町政への参加の環境づくり 

議

会 

総

務 

政
策
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設 

水

道 
教

育 実施項目 
⑧男女共同参画計画の策定・実施 

担当部署 

 ○ ○ ●         
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 実施時期 

○ ○ ★ ★ ★ 
実施内容  男女共同参画社会基本法

で、市町村はその区域にかか
る男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策についての
基本的な計画を定めるよう努
めることとされた。 
 上記をふまえて、合併協定
の調整で新町において「男女
共同参画計画」を策定すると
した。 

 計画策定に向けた準備作業
を行い、平成１９年度中に計
画策定することとした。策定
方法は以下のとおり。 
・策定委員会等は設置せず、
担当課である町民課が原案
を作成する。 
・計画内容が庁内各課に関係
するため庁議等で協議し決
定する。 
 
 

計画策定に向けて取り組ん
だが、年度の計画策定には至
らなかった。 

 

 

 

本年度中に計画を策定す
る。 

尚、策定に際しては、国の
男女共同参画基本計画及
び島根県の男女共同参画
計画を勘案する。  

又、計画の中には町が
設置する各種審議会等に
おける女性委員の構成比
率についても設定する。  

さらに、策定した場合
や変更した場合には、法
の規定により遅滞なく公
表することとする。  

 

 

 

効 果 等  
 
 
 
 
 
 

 男女共同参画社会形成
に影響を及ぼすと認めら
れる施策に係る計画を策
定することにより、法の
目的の実現を目指すため
の基盤を整備する。  
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番 号 １―１―２ 

項 目 名 職員の協働に対する意識づくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ①地区座談会・行政座談会への参加 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

取り組み無し。 まちづくりの原動力は住民
である。職員は外野で眺める
という姿勢を徐々に改め、住
民と共に、自らもまちづくり
プランナーであるという視点
に立たなければならない。 
 そのために、職員は、出身
地で開催される地区座談会・
行政座談会へは一住民として
積極的に参加し、意見を述べ、
かつ住民の意見に耳を傾ける
姿勢を身につける。 
その趣旨を庁議において確
認し、職員への動機付けと周
知を図って積極的な参加を促
した。 

まちづくりの原動力は住民
である。職員は外野で眺める
という姿勢を徐々に改め、住
民と共に、自らもまちづくり
プランナーであるという視点
に立たなければならない。 
 そのために、職員は、出身
地で開催される地区座談会・
行政座談会へは一住民として
積極的に参加し、意見を述べ、
かつ住民の意見に耳を傾ける
姿勢を身につける。 
その趣旨を本年度も庁議に
おいて再度確認し、職員への
動機付けと周知を図って積極
的な参加を促した。 

まちづくりの原動力は住民
である。職員は外野で眺める
という姿勢を徐々に改め、住
民と共に、自らもまちづくり
プランナーであるという視点
に立たなければならない。 
 そのために、職員は、出身
地で開催される地区座談会・
行政座談会へは一住民として
積極的に参加し、意見を述べ、
かつ住民の意見に耳を傾ける
姿勢を身につける。 
その趣旨を本年度も庁議に
おいて再度確認し、職員への
動機付けと周知を図って積極
的な参加を促す。 

 

効果等 

 特記事項無し。 
 
 
 
 
 
 

 住民と行政のパートナーシ
ップの構築と住民参画の推進
を図った。 

住民と行政のパートナーシ
ップの構築と住民参画の推進
を図った。 

住民と行政のパートナーシ
ップの構築と住民参画の推進
を図る。 
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番 号 １―１―２ 

項 目 名 職員の協働に対する意識づくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②職員研修の実施 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

島根県自治研修所委託の
研修を以下のとおり実施し
た。 
・新規採用職員研修２人 
・一般職員第Ⅰ･第Ⅱ課程研
修５人 
・新任係長研修３人 
・行政職員養成講座６人 
 
 

高度化、多様化する行政需
要に対応できる政策形成能
力や創造的能力を有する人
材育成を図るため、計画的・
効果的な研修を実施できる
体制作りを行った。 
以下のとおり、島根県自治
研修所委託研修に職員を派
遣した。 
・一般職員第Ⅰ･第Ⅱ課程研
修５人 
・中堅職員研修４人 
・新任課長補佐５人 
・トップセミナー４人 
 併せて、島根県町村会など
の団体（島根県町村会、島根
県総合事務組合、島根ＮＰＯ
活動支援センター、人権啓発
推進センターなど）主催研修
への派遣や町独自研修（新産
業創出、財政、ＡＥＤ、接遇
など）についても実施した。 

高度化、多様化する行政需要に対
応できる政策形成能力や創造的能
力を有する人材育成を図るため、吉
賀町人材基本方針に基づき研修を
行った。 
19年度実績 
●島根県自治研修所派遣 
・新規採用職員研修 １人 
・一般職員第Ⅰ・第Ⅱ課程３  人 
・新任係長研修   ２人 
・中堅職員研修   ２人 
・新任課長補佐研修 ６人 
・特別研修     １人 
●接遇研修    ４８人 
●新規採用職員人権・同和問題研修 
１人 
●石西地区人権・同和教育研修会 
１１人 
●しまねＮＰＯ活動支援研修１人 
●財務４表研修    ２人 
を実施した。 

 独自研修の開催、島根県自治
研修所委託研修、団体研修に職
員を派遣し、協働に対する意識
づくりを行う。 
予算措置対前年30％増 
● 島根県自治研修所派遣 
・新規採用職員研修  ２人 
・一般職員第Ⅰ・第Ⅱ課程４ 
人 
・中堅職員研修    ２人 
・ 新任課長補佐研修 ２人 
・中堅職員選択研修  ８人 
●特別研修      ５人 
（法務能力開発・業務遂行能力
開発・対人能力開発・政策形成
能力 開発研修） 
●接遇研修、メンタルヘルス研
修 
●民間機関が開催する研修の希
望参加 
職員の自主的な研修参加を支援
する。 

 

効果等 

自己啓発の促進と効率的
な事務処理能力の向上を図
った。 

自己啓発の促進と効率的
な事務処理能力の向上を図
った。 

自己啓発の促進と効率的な事
務処理能力の向上を図った。  

自己啓発の促進と事務処理
能力のスキルアップを図る。 
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番 号 １―１―２ 

項 目 名 職員の協働に対する意識づくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③職員の地区担当制度の導入 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ◎ ○ ○ ★試行 

実施内容 

 先行導入の自治体視察研修
（浜田市三隅町・飯南町など）
を行い当町での試行を目指し
て、制度の目的と手法、地区
の役割と職員の役割、職員の
配置、制度の将来像などにつ
いての検討を行った。 
 又、試行に至るスケジュー 
ルを以下のとおりとした。 
・本部会議で方針等の策定 
        別紙参照 

平成１８年８月 
・内部協議 

平成１９年４～５月 
・試行調整 

平成１９年６月 
・試行開始 

平成１９年７月 

 具体的な導入方法について
検討を行ったが、結論には至
らなかった。 

 引き続き制度導入に向けて
検討して行く。 
 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 

職員の意識改革により、協
働のまちづくりに対して町職
員として貢献するための検討
が出来た。 
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番 号 １―１―２ 

項 目 名 職員の協働に対する意識づくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④住民組織団体への積極的参画 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

町施策としての取組みはな
いが、職員の居住している地
域において、個人・一住民の
立場で地域の行事イベントに
参画をした。 

職員の地区担当制度と併せ
て職員の意識づくりを行い、
積極的な住民組織団体への参
画を促した。 

 職員の意識づくりをするた
め、研修会等への参加を呼び
かけた。 

 引き続き職員の意識づくり
を進めて行く。 

 

効果等 

地域でのコミュニケーショ 
ンの醸成を図った。 
 
 
 
 
 

職員の意識改革を図り、地
域住民との一体感の醸成を図
った。 
 
 
 
 

 職員の意識変化が見られる
ようになった。 

地域住民との一体感の醸成
を図る。 
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番 号 １―１―３ 

項 目 名 協働のパートナーに向けての活動支援 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①自治組織活動の支援 

担当部署 

 ○ ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併協定項目に基づき自治
組織を平成１９年度から再編
させるということから、財政
的支援をはじめとした自治組
織への関わり方については、
基本的に合併前の内容で運用
した。 

 職員の地区担当制度の導入
や自治組織の再編と併せ、財
政的支援や人的支援について
公民館との関わり方などに留
意し全庁的に検討した。 
 又、先進的事例についても
広く調査活動を行った。 
 尚、財政的支援の主なもの
は以下のとおり。 
・自治振興奨励金 
 事業費分 
戸数当たり１,０００円 

 役員活動費分 
  会長  ６１,４００円 
  副会長 ４５,５００円 
・各種スポーツ等補助金 
戸数当たり  ３００円 

昨年度決定した自治組織の
財政的支援は以下のとおり。 
・自治振興奨励金 
 事業費分 
戸数当たり１,０００円 

 役員活動費分 
  会長  ６１,４００円 
  副会長 ４５,５００円 
・各種スポーツ等補助金 
戸数当たり  ３００円 
又、人的支援については公
民館単位で自治会長と意見交
換会を開催し、職員の地区担
当制の試行に向けた準備を行
った。 

自治組織の新制度につい
て、本年度自治委員の報酬、
自治会に対する自治振興奨励
金等についての見直しをす
る。又、人的支援については
公民館単位で自治会長と意見
交換会を開催するほか、職員
の地区担当制の試行に向けた
準備を行う。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

  人的・財政的支援により再
編後の自治会活動を活性化さ
せた。 

人的・財政的支援により再
編後の自治組織（自治会）活
動を活性化させるとともに、
行政の強力なパートナーとし
ての基盤固めを目指す。 

 

 



 14 

 

番 号 １―１―３ 

項 目 名 協働のパートナーに向けての活動支援 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②人材バンク制度の創設・運営 

担当部署 

 ○ ○  ○    ●   ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ★ ★ ★ 

実施内容 

 生涯学習活動支援のため
に、どのような分野において
どのような支援が必要か検討
した。そして、多様なニーズ
に対して、どのように対応し
ていくか平成１８年度で具体
的な検討に入ることにした。 
 

人材バンク制度に係る庁内検討
委員会（担当部署の総務課、政策
企画課、保健福祉課、産業課、教
育委員会各担当者で構成）を７月
設置し制度のあり方について検討

した。 
高齢者層の雇用対策としての新
たな人材バンク・人材派遣制度に
ついては、人口規模、人材需給、
第三セクターの取り組み等から事
業化は困難であると判断し、生涯
学習活動支援のための人材バンク
として検討。尚、教育委員会にボ
ランティアバンク制度（地域講師
７４項目、学校支援ボランティア
８６項目、事業所２３が登録）が
設置されていることから、この制

度を周知しながら利用拡大を図る
ことが望ましいと考え、平成１９
年度より教育委員会を中心に内容
を充実させ制度運用を開始するこ
ととした。 

教育委員会に設置されてい
るボランティアバンク制度を
全町に周知するとともに、新
たな人材発掘や利用拡大等の
充実を図った。 
結果として、学校の地域学
習や公民館活動の活性化が図
られた。 

教育委員会に設置されてい
るボランティアバンク制度を
全町に周知するとともに、新
たな人材発掘や利用拡大等の
充実を図り、運用していく。 

 

効果等 

  生涯学習活動支援のための
人材バンク制度としての充実
が図られた。 
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番 号 １―１―３ 

項 目 名 協働のパートナーに向けての活動支援 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③地域実践リーダーの養成 

担当部署 

  ●  ○    ○   ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 取り組み無し。  地域に必要とされる広い
視野、深い見識、豊かな人間
性を備え、常に問題意識と確
固たる使命感を持ち、積極
的・主体的に行動のできるリ
ーダーの発掘、育成を行うこ
ととした。 
 但し、当面は「協働」に対
する行政職員の理解を深め
るため、実践的な講座へ職員
を派遣することにより、今
後、地域実践リーダー発掘が
出来る体制作りに向けた準
備を行った。 
 本年度は、「しまねＮＰＯ
活動支援センター」主催の研
修会に職員３人を派遣参加
させた。 

「地域に必要とされる広い視
野、深い見識、豊かな人間性を備
え、常に問題意識と確固たる使命
感を持ち、積極的・主体的に行動
のできるリーダーの発掘、育成を
行う」という方針に基づき、引き
続き養成活動に取り組んだ。   
特に、本年度から始まる中山間
地リーディング事業で、人づくり
推進研修会を開催した。 
住民啓発講演会 １０月１３日 

養成塾 １０月１４日  
１１月２７・２８日 
２月１８・１９日 

「地域に必要とされる広い視
野、深い見識、豊かな人間性を
備え、常に問題意識と確固たる
使命感を持ち、積極的・主体的
に行動のできるリーダーの発
掘、育成を行う」という方針に
基づき、引き続き養成活動に取
り組む。    
特に、昨年度から始まってい
る中山間地リーディング事業
で、人づくり推進研修会を開催
する。 
住民啓発講演会 ６月 １２月 
養成塾 ６回 

 

効果等 

 特記事項無し。 
 
 
 
 
 

 人材発掘とその効果的活
用を図るための体制づくり
に向けた準備を行った。 

 人材育成研修会開催等により、
地域実践リーダーの資質の向上
が図られた。 

 人材発掘とその効果的活用を
図るための研修会開催等によ
り、地域実践リーダーの養成を
目指す。 
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番 号 １―１―３ 

項 目 名 協働のパートナーに向けての活動支援 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④ボランティア・ＮＰＯ活動の支援 

担当部署 

 ○ ○  ●    ○    

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 吉賀町社会福祉協議会ボラ
ンティアセンター（平成８年
設立、登録者数３００人）に
おけるボランティア活動に対
して、技術講習等の支援を行
った。 

 吉賀町社会福祉協議会ボラ
ンティアセンターにおけるボ
ランティア活動に対して、引
き続き技術講習等の支援を行
った。 
 又、ＮＰＯ活動に対しては、
行政として協力して取り組ん
だ方がよりうまくいくような
方法ついて検討した。一方、
障がい者組織ＮＰＯ法人よし
かの里による「吉賀町障がい
者地域活動支援センター」の
今年度末の設立に向けて、県
等関係機関との連絡調整の支
援を行った。 

吉賀町社会福祉協議会が行
うボランティアセンターの活
動支援や、昨年度末設立され
たＮＰＯ法人よしかの里によ
る「吉賀町障がい者地域活動
支援センター」の円滑な事業
運営に向けた指導や支援を行
った。 

吉賀町社会福祉協議会が行
うボランティアセンターの活
動支援や、昨年度末設立され
たＮＰＯ法人よしかの里によ
る「吉賀町障がい者地域活動
支援センター」の円滑な事業
運営に向けた指導や支援を行
う。 

 

効果等 

 地域活性化に向けた人材、
団体の育成が図られた。 
 
 
 
 
 

地域活性化に向けた人材、
団体の育成を図り、併せて効
率的な活動を行うことが出来
た。 

 地域福祉向上に貢献できる
人材、団体の育成を行った。 
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番 号 １―１―４ 

項 目 名 協働の仕組みづくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①自治組織の再編 

担当部署 

 ○ ●  ○    ○   ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ★   

実施内容 

現況の自治組織、公民館と
の関わり方などの調査を行っ
た。 
 

 新町まちづくり計画を基本
に、本年度から検討するまち
づくり基本条例とも関連させ
ながら教育委員会（公民館）、
柿木村地域振興協議会、自治
委員会、地区長会と協議し本
年度内での再編作業を終了し
た。 
 又、再編に際して広く住民
の意向を反映させるため、１
０月３～１９日・６会場で、
地区長・班長・自治委員・公
民館長（分館長）を対象とし
た説明会を開催、再度１０月
２３日～１１月２１日・１８
会場で一般住民を対象とした
意見交換会も開催し意見聴取
を行った。 
 尚、説明会・意見交換会集
約及び制度の概略について
は、別紙参照。 

本年度より、以下のとおり再
編した。 
・分館、自治委員、地区長、班
長制度を廃止し、自治会制度と
した。５０自治会設置。 
・役職としては、自治会長、自
治会副会長、自治委員を配置。 
・報酬及び費用弁償は、自治委
員は非常勤の特別職として報酬
及び費用弁償を支払った。 
・活動費は、各自治会に自治振
興奨励金を交付した。自治振興
奨励金に役員活動費も加算す
る。但し、旧柿木村地区につい
ては経過措置を設けた。 
・旧柿木村の分館を自治会館に
名称変更し、自治会長が自治会
館長を兼務し、指定管理者制度
を適用した。 

  

効果等 

 
 
 

 合併協定により事務を進
め、全町域統一した協議の体
制を整えた。 
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番 号 １―１―４ 

項 目 名 協働の仕組みづくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②地域自治区の活性化 

担当部署 

 ○ ●          

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

合併前の旧柿木村地域で地
域振興協議会を組織した。（構
成員：６公民館分館長、生産
団体代表、教育団体代表、福
祉団体代表、その他団体代表
の１０人） 
地域振興協議会を年度内で
１回開催し、今後、新町総合
計画に関すること、地域自治
組織に関することなどを協
議、検討することを確認した。 

 新町総合計画に関する事項
及び地域自治組織に関する事
項などについて協議検討し
た。 
 協議会開催は、以下のとお
り。 
 第２回   ５月 ９日 
 第３回  ６月 ６日 
 第４回  ６月２０日 
 第５回 １２月 ７日 
 第６回  １月１５日 
 第７回  １月２５日 
 第８回  ２月２２日 

 ９月２８日、吉賀町総合計
画に関する答申を提出した。
また任期満了に伴う委員改選
により、１０月１日に第二期
協議会が発足した。 
また、住民自治及び協働につ
いての先進地広島県安芸高田
市川根振興協議会を視察研修
した。 
 協議会開催は以下のとお
り。 
第１０回 ７月 ９日 
第１１回 ９月 ４日 
第１２回 ９月１１日 
委員改選１０月 １日 
第１回 １１月 ９日 
第２回 １１月２８日 
第３回  ３月 ４日 
視察研修 ３月１７日 
 

町からの諮問に対する答申
について検討する。 
また、住民自治及び協働の
実現に向けた取組みについて
協議及び実践をする。 
協議会は年間１２回の定期
開催を予定。 

 

効果等 

住民との協働のまちづくり
を推進する基盤が整備され
た。 
 
 

 地域振興協議会開催が定着
し、住民との協働のまちづく
りを推進する体制が整備され
た。 

 協働によるまちづくりを推
進する必要性及び効果を認識
し、今後の活動に大いに参考
となった。 

地域の自治意識の向上が期
待できる。 
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番 号 １―１―４ 

項 目 名 協働の仕組みづくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③自治組織活動の支援（再掲） 

担当部署 

 ○ ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併協定項目に基づき自治
組織を平成１９年度から再編
させるということから、財政
的支援をはじめとした自治組
織への関わり方については、
基本的に合併前の内容で運用
した。 

 職員の地区担当制度の導入
や自治組織の再編と併せ、、財
政的支援や人的支援について
公民館との関わり方などに留
意し全庁的に検討した。 
 又、先進的事例についても
広く調査活動を行った。 
 尚、財政的支援の主なもの
は以下のとおり。 
・自治振興奨励金 
 事業費分 
戸数当たり１,０００円 

 役員活動費分 
  会長  ６１,４００円 
  副会長 ４５,５００円 
・各種スポーツ等補助金 
戸数当たり  ３００円 

昨年度決定した自治組織の
財政的支援は以下のとおり。 
・自治振興奨励金 
 事業費分 
戸数当たり１,０００円 

 役員活動費分 
  会長  ６１,４００円 
  副会長 ４５,５００円 
・各種スポーツ等補助金 
戸数当たり  ３００円 
又、人的支援については公
民館単位で自治会長と意見交
換会を開催したほか、職員の
地区担当制の試行に向けた準
備を行った。 

自治組織の新制度につい
て、本年度自治委員の報酬、
自治会に対する自治振興奨励
金等についての見直しをす
る。又、人的支援については
公民館単位で自治会長と意見
交換会を開催するほか、職員
の地区担当制の試行に向けた
準備を行う。 

 

効果等 

 
 
 
 

   人的・財政的支援により再
編後の自治会活動が活性化で
きた。 

人的・財政的支援により再編
後の自治組織（自治会）活動
を活性化させるとともに、行
政の強力なパートナーとして
の基盤固めを目指す。 
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番 号 １―１―４ 

項 目 名 協働の仕組みづくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④自治組織と公民館との連携強化 

担当部署 

 ○ ○  ○    ○   ● 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ★ ★ ★ 

実施内容 

 現況の自治組織と公民館
（分館）との関わり方などに
ついて、旧柿木村と旧六日市
町との相違点を整理した。 
 旧柿木村では、分館活動を
通してその範囲内の自治組織
（集落）との関連が深くなっ
ている。 
 旧六日市町では、各地区の
地区長会事務局を公民館が担
当することによって自治会と
の連携がとられている。 
 自治組織の再編が行われる
までは、現状の形態を維持す
ることとした。 

 平成１９年度での自治組織
再編事務と並行して、連携強
化に向けて検討した。検討に
あたっては、教育委員会（公
民館・分館）、柿木村地域振興
協議会、自治委員会、地区長
会との協議を十分行うことに
配慮した。 
 又、公民館のあり方につい
ても検討し、旧柿木村の分館
については自治会館に名称変
更し自治会長が館長兼務して
指定管理者制度を導入すると
ともに、全町の公民館単位の
自治会連合会に各種スポーツ
補助金を戸数当たり３００円
で交付することとした。 

 合併に伴う行政エリアの拡
大によって、それぞれの地域
で取り組む様々な地区活動の
拠点としての公民館の位置付
けを明確にした。 
 自治会との連携を強化し、
それぞれの地域の特性を活か
した積極的な活動を展開し、
地域コミュニティの醸成を図
った。 
学校や地域全体を巻き込ん
だ協働の機運を高揚し、公民
館主事及び関係者を対象とし
た人材育成を目的とした各種
研修の充実を図った。 

 合併に伴う行政エリアの拡
大によって、それぞれの地域
で取り組む様々な地区活動の
拠点としての公民館の位置付
けを明確にし、確立する必要
がある。 
 自治会との連携を強化し、
それぞれの地域の特性を活か
した積極的な活動を展開し、
地域コミュニティの醸成を図
ることが肝要である。 
学校や地域全体を巻き込ん
だ協働の機運を高揚し、公民
館主事及び関係者を対象とし
た人材育成を目的とした各種
研修の充実を図る。 

 

効果等 

 合併前からの従来の形態に
ついて検証し、現状維持する
ことにより混乱を回避した。 
しかし、自治組織再編に向
けた早期の着手が必要であ
る。 
 

 自治組織と公民館とのより
一層の連携強化のための基盤
整備を図ることが出来た。 

 地区活動拠点としての公民
館の位置付けを確立し、地域
コミュニティの醸成と各種研
修の充実により自治組織との
連携を強化した。 

 地区活動拠点としての公民
館の位置付けを確立し、地域
コミュニティの醸成と各種研
修の充実により自治組織との
連携を強化る。 
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番 号 １―１―４ 

項 目 名 協働の仕組みづくり 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤行政機構の再編整備 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

取り組み無し。 取り組み無し。 １５名の委員により、平成１９年５月
１５日から７月６日まで計７回の組織
見直し検討委員会を開催し、平成１９年
７月１０日町長に委員会報告書を提出
した。 
意見書は、課のありかたとして現在の
課を「総合政策部門」「環境整備部門」
「住民生活部門」「地域振興部門」「保
健福祉部門」の５部門にする。大課制に
よる課長をサポ－トする体制について
構築するよう提案した。 
 職場意見を聞いて庁議で検討した結
果以下のことを確認した。 
平成２０年度の組織は現行のままとす
る。但し一部の室において見直しを行な
う。 
大課制の導入を前提とした組織再編
については、平成２１年度を目標とす
る。なお組織再編にあたっては将来の展
望を見通した組織となるよう検討を加
え再提案する。 
ＧＬ制については、原課での協議結果
を踏まえ現行の職制における職務の明
確化に重点をおいて検討を加える。 

平成１９年１１月１９日庁
議確認事項に基づいて組織機
構の再編に取り組む。 
検討委員会の報告書を基に検
討を加えた組織機構の再編案
を６月末までに本部会議に提
案する。 
７月より内部協議を行い 
１２月の条例改正を目途とす
る。 

 

効果等 
 特記事項無し。 
 

 特記事項無し。 
 

適切な行政サ－ビスの提供と業務の
適正化に具体的な方向性が出された。 

適切な行政サ－ビスの提供
と業務の適正化を図る。 
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番 号 １―２ 

項 目 名 行政評価制度の導入 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①庁内検討組織の設置運営 

担当部署 

 ● ○          

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ◎ ★   

実施内容 

 平成２０年度の試行に向け
て、庁内検討組織の立上げを
協議した。併せて積極的に研
修会への参加を行った。 
尚、庁内検討組織の設置目 
標は平成１９年５月とした。 
 
 
 
 
 
 

本部会議での協議を重ねて
きたが、３月２６日の本部会
議で吉賀町行政評価システム
基本指針を確認し、併せて各
課から１名の委員を選出した
プロジェクトチームを発足
し、今後の具体的な協議を進
めることとした。 

  

効果等 

 
 
 
 

行政評価導入に向けての基 
盤整備を図ることが出来た。 

 プロジェクトチームでのシ
ステム独自開発が確認され、
２０年度試行に向けて大きく
前進した。 

  

 

【実施時期の変更】 
変更前 
平成１８年度設置  ★ 
平成１９年度運営  ★ 
変更後 
 平成１８年度検討  ◎ 
 平成１９年度設置運営★ 
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番 号 １―２ 

項 目 名 行政評価制度の導入 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②行政評価制度の導入 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

  ○ ★試行 ★ 

実施内容 

   行財政改革推進本部におい
て確認した「吉賀町の方針」
及び政策企画課からの「行政
評価システム導入に関する報
告書」に基づき、「吉賀町行政
評価システム基本指針」を策
定した。別紙参照。 
 この指針は、行政評価制度
の目的、意義、手法、活用方
法などについて具体化したも
ので、本格導入については、
当初計画を一年前倒しし、平
成２１年度からとした。 
 尚、本格実施を前倒しした
ことなどから、当面平成２０
年度からの試行を円滑に行う
ため、職員説明会を平成２０
年１月１１日に開催し、制度
内容の周知徹底と理解を求め
た。 

吉賀町行政評価プロジェク
トチ－ム（１４名）により制
度の内容を検討する。 
 
行政評価の必要性について
職員に理解が得られるよう説
明会、研修会を行う。 
 
 本年度における試行は職員
１事業の評価を実施する。 

 

効果等 

 
 
 
 

  ・職員の意識改革 
・自治体の行政活動の透明性
を高め、住民に対する説明
責任を果たす 
・事務事業の改善及び見直し
に役立てる 
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番 号 １―２ 

項 目 名 行政評価制度の導入 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③行政評価委員会（仮称）の設置 

担当部署 

 ● ○          

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

  ○ ◎ ◎ 

実施内容 

   行財政改革推進本部におい
て確認した「吉賀町行政評価
システム基本指針」において、
「吉賀町まちづくり計画評価
委員会」を外部評価機関とし
て位置付けることとした。 
 この委員会は、第１次吉賀
町まちづくり計画における評
価報告書に基づいて、評価と
町に対する意見具申を行うも
ので、平成２３年度に計画前
期（平成１９～２３年度分）
評価を、平成２８年度に計画
後期（平成２４～２８年度分）
評価を行うこととした。 
 当面、計画前期評価に向け
た準備として、平成２０年度
に委員構成の検討、平成２１
年度に委員選考、平成２２年
度に評価試行を行う。 

委員構成の検討を行う。 
検討期間の終期を１０月末目
途とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

効果等 

 
 
 
 
 

  職員の意識改革 
（住民との合意形成） 
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番 号 ２―１―１ 

項 目 名 サービス提供システムの構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ①窓口業務の時間延長 

担当部署 

○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★試行 ★ 

実施内容 

  昼休みや夕刻等の時間外窓口
業務の実施に必要な条件につい
て検討を行った。 
 時間延長をする場合は、ロー
テーション制となるが、混乱を
きたさない為には窓口業務職員
が担当含む事務全般を処理出来
ることが前提となる。（取り扱う
事務を限定するという考え方も
あるが、周知は困難でトラブル
の元になる可能性が高い。従っ
て、全ての業務とすることにな
らざるを得ない。） 
そのためには、職員の理解、
協力の上でのマニュアル整備と
職員研修が必須であるが、全庁
横断的な調整を要するため、平
成１９年度からマニュアル整備
等の具体的な方法を検討するこ
ととした。 
 

住民異動（転入、転出、死
亡等）に伴う主な手続きマニ
ュアルを２月中に作成し、総
括表からそれぞれ必要な手続
きマニュアルが検索できるよ
う整備した。 
当面、上記の窓口業務を関
係窓口において施行しなが
ら、他の窓口業務マニュアル
についても優先順位を決め
て、順次作成していく。 

住民異動（転入、転出、死
亡、出生等）に伴う届出等に
ついては、昨年度末に作成し
た手続きマニュアルを関係窓
口において施行し、その状況
をみながら、マニュアルの整
備、充実や職員研修等の今後
の方向付けを検討していく。 

 

効果等 
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番 号 ２―１―１ 

項 目 名 サービス提供システムの構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②ワンストップサービスの実施 

担当部署 

○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★試行 ★ 

実施内容 

  各種届出、各種証明発行の窓
口を一元化することについて検
討した。 
所謂、総合窓口と言われる専
任の職員を置いて役場の窓口事
務全般を行う方式は役場の規模
や届出証明の件数から判断して
無駄が多い。職員の養成も必要
になる。 
 従って、庁舎内1箇所にロー
カウンターの窓口を置き、そこ
に各課から担当者が出向いて事
務処理を行う方式であれば実現
が可能ではないかと思われ、実
施に向けて以下の事項について
検討を開始した。 
①窓口の場所（課の配置） 
②窓口で処理する事務の範囲 
③連絡体制 
④端末の配置 
⑤ローカウンターの購入 

２０年度で庁舎内にローカ
ウンターの窓口1箇所（２台）
を増設し、そこに各課から担
当者が出向いて事務処理を行
う方式で試行する。 
①窓口の場所 
町民課の一部 
②窓口で処理する事務の範囲 
・複数の業務処理を要すも
の（住民異動時など） 
・時間がかかるもの 
・高齢者等 
 

本年度中に試行する。  

効果等 

 
 
 

 一ヶ所で事務を行うことに
より、住民の移動の負担を除
くとともに、手続もれの防止
を図る。 
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番 号 ２―１―１ 

項 目 名 サービス提供システムの構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③出前窓口の検討 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

   ○ ○ 

実施内容 

   出前窓口の需要及び実現可
能性について検討する。 

 

効果等 
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番 号 ２―１―１ 

項 目 名 サービス提供システムの構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④電子申請による証明書等の発行 

担当部署 

○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

 平成１８年３月より県の
「しまね電子申請サービス」
に加入し、３課１３項目の電
子申請を導入した。 
【導入した１３項目】 
児童手当消滅届、同額改定
届、同額改定請求、住民票
写交付申請、戸籍附表交付
申請、印鑑証明交付申請、
課税証明交付申請、所得証
明交付申請、軽自動車納税
証明交付申請、家屋納税証
明交付申請、犬死亡届、犬
登録事項変更届、犬登録申
請 

 「しまね電子申請サービス」
で新たに２０項目が使用可能
になるのを受け導入適否につ
いて検討し年度内導入した。 
【導入した２０項目】 
児童手当現況届、妊娠届、
福祉医療更新申請、補装具
修理申請、老人高額医療支
給申請、国保保険証再交付
申請、退職被保険者不要認
定届、付記転出届、固定資
産証明交付申請、入湯税納
入申告、軽自減免申請、同
継続用、職員採用試験申込、
住居表示証明交付申請、家
屋滅失届、水道使用申請、
農村放送連絡無線施設届、
被害状況届、名寄せ帳閲覧
申請、切図閲覧申請 
しかしながら、町内の申請 
実績は依然としてゼロのため
広報１０月号で制度内容につ
いて周知した。 

平成１８年３月の電子申請
制度導入以来、町内での実績
ゼロを踏まえ、前年度に引き
続き広報等で制度の周知を図
った。 

前年度に引き続き広報等で
制度の周知を図る。 

 

効果等 
  事務の簡素化によって、住

民の利便性の向上を図った。 
 制度の有効活用によって、事務簡素
化と住民の利便性の向上を図る。 
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番 号 ２―１―１ 

項 目 名 サービス提供システムの構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤ノンストップサービスの検討 

担当部署 

○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

   ○ ○ 

実施内容 

   ノンストップサービスの必
要性と実現可能性について検
討する。 

 

効果等 
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番 号 ２―１―２ 

項 目 名 サービスを提供する職員の意識改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①接遇研修の充実強化 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

 職員としての自覚や自己啓
発を促すため、意外と忘れが
ちな基礎的な接遇研修を講師
を招いて開催した。内容等は、
以下のとおり。 
・日 時   
平成１９年１月１７日

（水） 
・会 場  
 本庁舎及び分庁舎 
・講 師  
 日本ＳＩＱ協会理事長 
岡部由佳 氏 

・受講者 
 職員４３人 

 町民のニーズの多様化・高度化をどの
ように受け、効果的、且つ、きめ細やか
な積極的対応が出来ることを念頭にお
き、行政のプロとして原点に立って接遇
対応を実践し、町民から好感・信頼され
る公務員を目指すために、以下のとおり
接遇研修を実施した。 
・日 時   
平成１９年１０月５日（金） 

・会 場  
 本庁舎２階会議室 
・講 師  
 ピークリエイト 

松 下 香寿美 氏 
  （鳥取県米子市在住） 
・内容 
  挨拶、言葉づかい、名刺交換、電話
対応など 

・受講者 
  職員４８名 
・研修資料 
  別紙参照 

接遇研修を継続して実施す
る。 
 過去二ヵ年の受講者が半数
に満たないので、本年度はこ
れまでの未受講者に呼びかけ
て受講者の増加を図る。 

 

効果等 

 
 
 

職員としての自覚と自己啓発
を促し、住民に親しまれる職員を
育成する一助となった。 

職員としての自覚と自己啓発を
促し、住民に親しまれる職員を育成
する一助となった。 

職員としての自覚と自己啓発を
促し、住民に親しまれる職員を育
成する一助となった。 
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番 号 ２―１―２ 

項 目 名 サービスを提供する職員の意識改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②ローカウンター、相談室の設置充実 

担当部署 

○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★  

実施内容 

 合併時に庁舎のバリアフリ
ー化の一環として本庁舎町民
課カウンターの一部をローカ
ウンターとし、障害者や高齢
者の方の好評を得て利用され
ている。 
そのため、各課１箇所設置
が望ましいが、効率性などの
観点からワンストップサービ
スによる庁内１箇所設置での
対応とすることとした。当面
は、実施を可能とするための
窓口業務マニュアル策定をは
じめとした条件を整備する。 
 尚、相談室については既存
施設が物置化しており、今後、
整理することにより有効活用
することが必要であることを
確認した。 
 

２０年度でローカウンター
の窓口１箇所（２台）を増設
し、住民異動（転入、転出、
死亡等）に伴う主な手続きで
ワンストップサービスを試行
する。併せて、手続きマニュ
アルを今年度中に作成し、設
置する。 
 相談室については、既存相
談室を整理して、平成２０年
度から開設する町福祉事務所
の専用相談室として活用す
る。 

高齢者等の負担軽減や一度
に多数の手続きが必要なため
時間のかかる方へのワンスト
ップサービスのため、６月ま
でにローカウンター２台を町
民課の一部に増設する。 
 相談室の書棚、ロッカー、
テーブル及び外線電話を整備
し福祉事務所相談室として利
用する。 
 他の相談に関しては、情報
公開室、町民ロビー、作業室
等を適宜活用する。 

 

効果等 
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番 号 ２―１―２ 

項 目 名 サービスを提供する職員の意識改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ③業務案内板、職員配置図の設置 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ★ ★  

実施内容 

 合併に伴い全ての担当課の
業務内容、配置図を本庁舎、
分庁舎双方の玄関に案内板と
して配置しているが、見易さ、
分かり易さを追求してよりよ
い設置について年度内に検討
した。 
又、職員配置図についても
同様に年度内に検討した。 
いずれの項目についても平
成１９年度設置することとし
た。 

 庁舎内の業務案内板設置を
行った。 
 職員配置図については、各
課の状況もあることから、各
課のカウンタ－に配置図を設
置した。 
 

 引き続き組織機構の検討を
行うため、２０年度は現在の
もので対応する。 
 職員配置図も現行で対応す
る。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 見易さ、分かり易さの観点
からサ－ビスの向上を図っ
た。 
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番 号 ２―１―２ 

項 目 名 サービスを提供する職員の意識改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ④窓口・日直業務のマニュアル化  

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ○ ★   

実施内容 

  平成１９年度各課と連携し
て業務のマニュアル整備を行
い、質の高い対応が出来るよ
う年度内に検討を行った。 

 平成１８年度作成の日直業
務マニュアルについて、業務
内容の変更に伴う変更をし
た。 

  

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 業務ノウハウの共有化によ
り、誰が対応しても標準化さ
れたサ－ビスの提供ができる
よう努力をする。 
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番 号 ２―１―３ 

項 目 名 職場内及び住民との情報の共有化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ①情報共有システムの拡充 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

会議室や公用車の使用管理
について一括管理するシステ
ムを新町発足後から検討し、
平成１８年１月３０日より導
入した。 
導入したシステムは、全職
員個別の電算端末によるグル
ープウェアであり、このシス
テム内の施設管理を利用した
もの。 

    

効果等 

従前は、原課から会議室を
管理する総務課への使用伝票
提出により対処していた。今
回のシステム化により、伝票
処理がなくなり事務処理の軽
減と迅速化が図れた。 
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番 号 ２―１―３ 

項 目 名 職場内及び住民との情報の共有化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ②情報公開制度の充実（再掲） 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 公正で透明性の高い行政運
営を確立するため、個人情報
の保護に留意しながら積極的
に情報公開を推進した。 
 年度内における実施状況は
以下のとおりであり、町広報
及び議会だよりにて公表し
た。 
・公開請求件数   ４件 
・公開決定等の件数 ４件 

（いずれも町長部局） 
・公開請求拒否件数 ０件 
・異議申立ての処理件数及び
決定状況     ０件 
 

 今年度も引き続き個人情報
の保護に留意しながら積極的
な情報公開を行う。 
より制度の充実を図るため
に町広報誌による制度の周知
を年度内に行う。 
 
（現在の状況） 
・公開請求件数   １１件 
・公開決定等の件数 １１件 
（町長部局１０件、農業委員
会１件） 
・公開請求拒否件数  ０件 
・異議申立ての処理件数及び
決定状況      １件 
 

 今年度も引き続き個人情報
の保護に留意しながら積極的
な情報公開を行った。 
制度の充実を図るために町
広報誌などによる制度の周知
を図った。 
（１９年度の状況） 
・ 公開請求件数 ３０件 
・ 公開決定数  ２５件 
・ 非公開     １件 
・ 不存在     ４件 
・ 公開拒否件数  ０件 
・ 異議申立ての処理件数及
び決定状況   ０件 

（町長部局２６件・農業委員
会１件・教育委員会３件） 
運用状況について広報「よし
か」６月号に掲載し公表する。 
 

請求件数が伸びつつあり、
今年度も引き続き個人情報の
保護に留意しながら積極的な
情報公開を行う。 
尚、より制度の充実を図る
ために町広報誌などによる制
度の周知を図る。 
 

 

効果等 

町政参画意識の高揚を図っ
た。 
 
 
 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図る。 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図った。 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図る。 
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番 号 ２―１―３ 

項 目 名 職場内及び住民との情報の共有化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 
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納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③ホームページの充実 

担当部署 

  ●          

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

合併と同時に、新町のホー
ムページを開設し、住民に対
しての情報提供を行った。 
開設支援業者は、松江情報
センターとした。 

 ホームページによる情報提
供の内容の充実を図り、もっ
て住民の要望を行政に反映で
きる体制整備を図った。 
尚、ホームページ上で追加
したメニューは以下のとお
り。 

・行財政改革、職員給与等の
公表、指定管理者制度、空
き家情報バンク、公営住宅
の入居公募、ふるさと島根
定住財団、空き工場・空き
倉庫・空き事務所・空き店
舗、町内の企業等紹介・求
人情報、六日市医療技術専
門学校、島根県の企業立
地・工業団地、都市交流施
設、吉賀町からのお知らせ、
しまね電子申請サービス、
交流居住 

昨年度に引き続き、ホーム
ページによる情報提供の内容
の充実を図り、もって住民の
要望を行政に反映できる体制
整備を図った。 
特に、交流居住ポータルサ
イト、移住・交流ポータルサ
イト、ふるさとＳｅａｒｃｈ，
住替え・二地域居住支援サイ
トを登録した。 

昨年度に引き続き、ホーム
ページによる情報提供の内容
の充実を図り、もって住民の
要望を行政に反映できる体制
整備を検討する。 
特に、職員がリアルタイムに
内容掲載(更新)できるよう充
実していくことの検討を行
う。 

 

効果等 

合併当初懸念されていた住
民に対しての情報不足は、ホ
ームページによる情報提供に
よって緩和された。 

 住民に対する説明責任の向
上と住民参画機会を促進する
ことが出来た。 

住民に対する説明責任の向
上と住民参画機会を促進する
ことが出来た。 

住民に対する説明責任の向上
と住民参画機会を促進する。
併せて、システムの充実を図
る。 

 

 



 37 

 

番 号 ２―１―３ 

項 目 名 職場内及び住民との情報の共有化 

議
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総
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業 
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設 
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実施項目 ④広報紙の充実 

担当部署 

  ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 広報誌による情報提供の内
容の充実を図るとともに、広
報誌に対する意見や感想を聞
くための、モニター制度の導
入の検討を行った。 
 

モニター制度を以下の内容
で運用開始し、広報紙の充実
に向けて取り組んだ。今年度
のモニターは、３人。 
【モニター制度の概略】 
①職務 
・意見要望等を述べる 
・モニター会議への出席 
・地域の話題情報を提供 
②定数 
・１０人以内 
③資格 
・町内居住の２０歳以上
の者 

・応募のあった者の中か
ら町長が委嘱 

④委嘱期間 
・委嘱日から年度末迄 
 

今年度も以下の内容でモニ
ターを公募し、広報紙の充実
に向けて取り組んだ。今年度
のモニターは、２人。 
【モニター制度の概略】 
①職務 
・意見要望等を述べる 
・モニター会議への出席 
・地域の話題情報を提供 
②定数 
・１０人以内 
③資格 
・町内居住の２０歳以上
の者 

・応募のあった者の中か
ら町長が委嘱 

④委嘱期間 
・委嘱日から年度末迄 
 

今年度も以下の内容でモニ
ターを公募し、広報紙の充実
に向けて取り組む。 
【モニター制度の概略】 
①職務 
・意見要望等を述べる 
・モニター会議への出席 
・地域の話題情報を提供 
②定数 
・１０人以内 
③資格 
・町内居住の２０歳以上
の者 

・応募のあった者の中か
ら町長が委嘱 

④委嘱期間 
・委嘱日から年度末迄 
 

 

効果等 

 住民に対する説明責任を遂
行した。 
 
 
 

住民に対する説明責任の遂
行と住民参画機会を促進する
ことが出来た。 

住民に対する説明責任の遂
行と住民参画機会を促進する
ことが出来た。 

住民に対する説明責任の遂
行と住民参画機会を促進す
る。 
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番 号 ２―１―３ 

項 目 名 職場内及び住民との情報の共有化 

議
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設 
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道 
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実施項目 ⑤地域イントラネットの検討 

担当部署 

 ○ ● ○ ○    ○    
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 庁内ネットワークを整備
し、職場内の行政情報の共有
化を促進した。 

 地域の教育、行政、福祉、
医療、防災等のサービスの高
度化を図るため、学校、図書
館、公民館、役場などの公共
施設を接続するネットワーク
を検討した。 

引き続き、地域の教育、行
政、福祉、医療、防災等のサ
ービスの高度化を図るため、
学校、図書館、公民館、役場
などの公共施設を接続するネ
ットワークを検討中。    
又、、携帯不感知地域、地上
デジタル放送化による、難視
聴地域合わせて検討した。 

引き続き、地域の教育、行
政、福祉、医療、防災等のサ
ービスの高度化を図るため、
学校、図書館、公民館、役場
などの公共施設を接続するネ
ットワークを検討する。   
又、携帯不感知地域、地上デ
ジタル放送化による、難視聴
地域も合わせて検討する。 

 

効果等 
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項 目 名 職場内及び住民との情報の共有化 
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実施項目 ⑥文書管理システムの拡充 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 平成１７年１０月１日の町
村合併により両町村で差異の
あった文書管理システム統合
（旧六日市町のバーチカルフ
ァイリングシステムへの統
合）を最優先課題とし、以下
のとおり取り組んだ。 
・業務委託契約の締結 
・実地指導、フォローアップ
及び引継ぎ移替え研修の実
施 
・文書管理委員会の設置 
・事務室及び書庫の環境整備 
・ファイリングの日及びカメ
ラパトロールによる日常点
検の実施 など 
尚、改善に伴う削減効果試
算は別紙参照。 

 バーチカルファイリングシ
ステムによる文書管理システ
ムの定着化を図るため、以下
の点に取り組んだ。 
・専属講師による実地指導の
実施 
・文書管理委員会の定例開催 
・ファイリングの日及びカメ
ラパトロールによる日常点
検の実施 
・図面を含む書庫環境の改善 
又、平成２０年度からの業 
務委託廃止に伴う自主管理方 
法と電子媒体による公文書の 
管理方法について、静岡県島 
田市及び熊本県宇土市の事例 
を参考に、文書主管課（総務 
課）で検討を始め、自主管理 
マニュアル（試行版）を策定 
した。別紙参照。 
 

自主管理マニュアル（試行
版）に基づき、以下のことに
取組んだ。 
・文書管理委員による実地指
導実施と専属講師による指
導助言等を前期・後期の２
回実施 
・文書管理委員会の定例開催 
・ファイリングの日点検の定
例実施 
・カメラパトロールの定例実
施 
・書庫の整理  
・図面保存場所の整理 
  

 自主管理マニュアルに基づ
き、以下のことに取り組む。 
 
・文書管理委員による実地指
導を前期・後期の２回行う。 
・文書管理委員会の定例開催 
・ファイリングの日点検の定
例実施 
・カメラパトロールの定例実
施 
・書庫の整理  
・図面保存場所の整理 
 

 

効果等 

 
 
 
 

    



 40 
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実施項目 ①合併協定未調整項目の解決 

担当部署 

 ○ ● ○ ○    ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 補助金のあり方について、
合併後、直ちに庁内に補助金
交付金検討委員会を立ち上
げ、その見直しを行った。 
又、各課において合併協定
項目について見直しを図っ
た。 
見直しを行った補助金交付
金制度は９９件であった。 

合併協定項目を尊重し、速
やかな一体性の確立に向け、
公平で公正なサービスを提供
するよう体制整備を図った。 
【平成１８年度再編された代
表的な事例】 
・国民健康保険の課税総額算
定方式、保険税率 
・交通安全計画 
・固定資産税、軽自動車税の
納期 
・前納報奨金 
・介護手当、介護用品支給 
・乳幼児集団検診 
・成人基本健診 
・学校給食費 
・児童生徒健康診断 
・自治組織 
          など 

合併協定項目を尊重し、速
やかな一体性の確立に向け、
引き続き、合併協定未調整項
目の解決に向けて取り組ん
だ。 
【平成１９年度再編した代
表的な事例】 

・土地改良区の平成２０年度
再編に向けた事務。 
・水道関係使用料の平成２０
年度見直しに向けた事務。 

など 

合併協定項目を尊重し、速
やかな一体性の確立に向け、
引き続き、合併協定未調整項
目の解決に向けて取り組む。 
 

 

効果等 

 合併協定未調整項目の解決
により、一体感を醸成し、行
政の公平性・公正性を確立し
た。 
 
 

 合併協定未調整項目の解決
により、一体感を醸成し、行
政の公平性・公正性を確立し
た。 

合併協定未調整項目の解決
により、一体感を醸成し、行
政の公平性・公正性を確立し
た。 
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実施項目 ②受益に応じた適正負担の検討 

担当部署 

○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 合併時の事務事業の調整協
議において、厳しい町財政事
情も考慮して、受益及び負担
能力（所得）に応じたものと
する調整を行った。 
【代表的な事例】 
・高齢者在宅福祉事業 
町民税課税有無で利用料
に格差 

 
 

 合併時の事務事業の調整協
議において、平成１８年度再
編とした各種サービスについ
ては、当該年度予算編成にお
いて厳しい町財政事情を考慮
して、受益と能力（所得）に
応じたものとすることを基本
に再編を行った。 
【代表的な事例】 
・高齢者在宅福祉事業 
町民税課税有無で利用料
に格差 

町の中長期的な財政事情も
踏まえた上で、事業の維持継
続のため、受益と能力に応じ
た負担を基本として検討を行
った。 
 

町村合併協議で、１８年度
再編とした各種サービス事業
については、予算編成におい
て、厳しい財政事情も踏まえ、
事業の維持継続のため、受益
と能力（所得）に応じた負担
を基本とした再編を行ってい
る。 

 

効果等 
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実施項目 ①アウトソーシング推進指針の策定 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

  ○ ★  

実施内容 

   限られた行政資源を最大限
に活用し、町民満足度の高い行
政運営を行うためにアウトソ
ーシング推進指針を平成２０
年度に策定することを前提に、
計画的に取り組むこととした。 
 指針策定にあたっては、①行
政の行うべき役割②民営化が
可能な行政活動③アウトソー
シングの効果④インソーシン
グへの道等を考慮し、多様な主
体で公益を担う社会にふさわ
しい、アウトソーシング指針と
した。 
 又、指針策定により、町民サ
ービスの向上、効率的な行政サ
ービス、経費の節減、民間の専
門的な知識・技術の活用を図る
こととした。 

限られた行政資源を最大限
に活用し、町民満足度の高い行
政運営を行うためにアウトソ
ーシング推進指針を平成２０
年度に策定することを前提に、
計画的に取り組むこととする。 
 指針策定にあたっては、①行
政の行うべき役割②民営化が
可能な行政活動③アウトソー
シングの効果④インソーシン
グへの道等を考慮し、多様な主
体で公益を担う社会にふさわ
しい、アウトソーシング指針と
する。 
 又、指針策定により、町民サ
ービスの向上、効率的な行政サ
ービス、経費の節減、民間の専
門的な知識・技術の活用を図る
こととする。 

 

効果等 
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番 号 ２―２―１ 

項 目 名 民間委託・民間移譲の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②同上指針に基づく民間委託・移譲 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

   ◎ ◎ 

実施内容 

   平成２０年度において策定
される。アウトソーシング推
進指針に基づき、可能な業務
からアウトソーシングを検
討、推進していくこととする。 

 

効果等 
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番 号 ２―２－２ 

項 目 名 民間委託等の受け皿に関する検討 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①行政サービス補完代行の法人設立可能性検討 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

  ①民営化、②第三セクター、
③ＰＦＩ、④ＮＰＯ、⑤指定
管理者制度、⑥アウトソーシ
ング等々、どの手法をもって
しても適切な効果が見込まれ
ないものについては、新たな
法人の設立を視野に入れ、事
業の実施を行なうものとす
る。この場合、新法人の設立
は行財政改革の流れに伴うも
のであることから、客観性、
妥当性、具体性を判断した後
に着手しなければならない。
従って、設立に当たっては行
財政改革推進本部や推進委員
会の承認を得るものとする。 

多様な主体で公益を担う社
会の実現により、地域活性化
を醸成することを念頭におき
検討したが成果としては出な
かった。        
 

多様な主体で公益を担う社
会の実現により、地域活性化
を醸成することを念頭におき
検討する。        
今年度は、既存事務事業、
新たな分野について、各課、
委員会、事務局、室等で調査
し洗い出しをして検討する。 
 

 

効果等 
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番 号 ２－２－３ 

項 目 名 新たな分野の民間委託の検討 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①新たな分野における民間委託の可能性検討 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

  新たな分野や新規事業の民
間委託については、当該事業
が「選択的な財・サービス」
であるかどうかの適否を判断
し、民間委託の可能性や効果
をゼロベース手法により検討
し、導入するものとする。 
実施にあたっては、行財政
改革推進本部や推進委員会の
コンセンサスを得るものとす
る。 

多様な主体で公益を担う社
会の実現により、地域活性化
を醸成することを念頭におき
検討したが成果としては出な
かった。 

多様な主体で公益を担う社
会の実現により、地域活性化
を醸成することを念頭におき
検討する。        
今年度は、既存事務事業、
新たな分野について、各課、
委員会、事務局、室等で調査
し洗い出しをして検討する。 
 

 

効果等 
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番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①各種団体事務局機能の整理統合 

担当部署 

○ ○ ○ ○     ●   ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ★ ★ 

実施内容 

各種団体事務局機能の統合
整理のために、活動内容や補
助金の使い方などについて検
討した。平成１８年度で具体
的に検討することとした。 
 
 

各種団体の洗出しを行い、
活動内容等を精査し、それぞ
れの実情を尊重しながら、各
部署が担っている各種団体の
事務局機能の整理・統合に努
め、自立に向けた検討を行っ
た。 
既に、事務局機能の整理・
統合を予定している団体もあ
り､平成１９年度において更
に検討を進めることとした。 

各部署において実施した各
種団体の洗い出しに基づき、
各部署が担っている各種団体
の事務局機能の整理・統合に
努めた。 
各種団体の合併、新設、解
散が終了し、新たにスタート
した。 

今後も、各部署が担っている
各種団体の事務局機能の整
理・統合に努める。 

 

効果等 
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番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 
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務 

地
籍
調
査 
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産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②第三セクターのあり方検討 

担当部署 

 ○ ●      ○    
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ★   

実施内容 

 日常的な活動や運営、財務
処理について指導監督を行な
った。 

 国の「第三セクターに関す
る指針」に基づき、平成１９
年度での吉賀町版「第三セク
ターに関する指針」策定に向
けての準備に着手した。 
 対象とするのは、株式会社 
エポックかきのきむら、株式 
会社 六日市振興、株式会社 
サンエム、社団法人 六日市 
町農業公社の４団体とする。 

 国の「第三セクターに関す
る指針」に基づき、平成１９
年度において、吉賀町版「第
三セクターに関する指針」を
策定した。 
 同指針に基づき、「株式会社
エポックかきのきむら」「株式
会社 六日市振興」「株式会社
サンエム」「社団法人 六日市
町農業公社」の４団体に対し
て、積極的な指導監督を実施
した。 

  

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 庁内検討組織「第三セクター
経営改善会議」の定期的な開
催により、横断的な論議が出
来る環境が整備された。 
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番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
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町

民 

保
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福
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地
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調
査 
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産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③第三セクターへの指導監督等 

担当部署 

 ○ ●      ○    
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 日常的な活動や運営、財務
処理について指導監督を行な
った。 

 日常的な活動や運営、財務
処理について指導監督を行う
とともに、庁内に「第三セク
ター経営改善会議」を立ち上
げ支援することを確認した。 
・構成員：町長、助役、総務
課長、政策企画課長、主管
課長、担当者 

・当面は、㈱六日市振興（ゆ
らら）について検討 

・第１回（事前会議） ７月２７日 

 第２回    ９月２７日 

 第３回    ２月２０日 

 又、本年度は国の「第三セ
クターに関する指針」に基づ
き、平成１９年度での吉賀町
版「第三セクターに関する指
針」策定に向けて、行政がど
のように関わるか検討した。 

日常的な活動や運営、財務
処理について指導監督を行う
とともに、「第三セクター経営
改善会議」を開催し、経営健
全化に向けて調整を行った。 
国の「第三セクターに関す
る指針」に基づき、平成１９
年度において、吉賀町版「第
三セクターに関する指針」を
策定した。 
 同指針に基づき、「株式会社
エポックかきのきむら」「株式
会社 六日市振興」「株式会社
サンエム」「社団法人 六日市
町農業公社」の４団体に対し
て、積極的な指導監督を実施
した。 

日常的な活動や運営、財務
処理について指導監督を行う
とともに、「第三セクター経営
改善会議」を開催し、経営健
全化に向けて調整を行う。 
国の「第三セクターに関す
る指針」に基づき、平成１９
年度において、吉賀町版「第
三セクターに関する指針」を
策定した。 
 同指針に基づき、「株式会社
エポックかきのきむら」「株式
会社 六日市振興」「株式会社
サンエム」「社団法人 六日市
町農業公社」の４団体に対し
て、積極的な指導監督を実施
する。 

 

効果等 

 合併協定項目により、経営
改善による町出捐金低減やコ
スト削減などにより、今後の
経営改善に げる足掛かりが
出来た。 
 

 庁内検討組織の設置により
横断的な論議が出来る環境が
整備された。 

 庁内検討組織の設置により
横断的な論議が出来る環境が
整備された。 
 
 

 庁内検討組織の設置により
横断的な論議が出来る環境を
整備する。 
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番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
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福
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設 
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道 

教

育 

実施項目 ④土地開発公社の再編 

担当部署 

 ○ ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
★     

実施内容 

 合併前の旧六日市町土地開
発公社については、合併後、
新町としての土地開発公社へ
の再編事務を進め、名義変更
等の登記を完了した。 
 

    

効果等 

 町内全域の土地の秩序ある
整備及び管理を行う体制整備
が出来た。 
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番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 
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納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ⑤土地改良区の再編 

担当部署 

  ○       ●   
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ★  

実施内容 

柿木村土地改良区の解散
に向けて、法第１３５条第1
項「知事による解散命令」に
より県と協議を行ってきた。
結論として、県は法１３５条
第 1 項による解散命令は行
わない旨回答があった。 

柿木村土地改良区の解散に向
けて、１０月１８日県知事より
仮理事が承認され、１２月１３
日総代選出選挙を執行した。平
成１９年１月１３日に柿木村土
地改良区第１回総代会を開催
し、事業計画及び収支予算、役
員選出を議決した。１月１８日
に理事会を開催し、合併に向け
た取り組みを協議した。２月８
日柿木村、六日市町両土地改良
区から７人の委員を選出し、合
併推進準備会を開催した。３月
５日柿木村・六日市町土地改良
区合併推進協議会設立総会及び
第１回合併推進協議会を行い統
合整備計画書(案)、合併予備計
画書(案)について協議した。こ
れを受け、両土地改良区は３月
３０日理事会を開催した。 

１２月の合併認可申請に向けて、
合併協議会を４月２４日、７月３１
日及び１０月１０日に開催した。併
せて、両土地改良区理事会をそれぞ
れ柿木２回、六日市１回開催した。
６月６日には、町長を立会人として
合併予備契約調印式を行い、両理事
長が合併予備契約書に調印を行っ
た。又、合併総代会（８/２５柿木、
８/２６六日市）を開催し、合併議決
を行った。 
１０月２４日吉賀町土地改良区設
立委員会設立総会を開催し、同設立
委員会を同日及び１１月７日、２月
５日に開催し、定款及び規約の協議
を行った。１２月１７日、新設合併
認可申請書を島根県に提出した。 
３月２４日、第４回設立委員会を
開催し、平成２０年度事業計画及び
収支予算計画、総代選挙執行計画に
ついて協議した。 

島根県告示第３３９号（平成
２０年４月８日付）により、「鹿
足郡吉賀町土地改良区」（平成
２０年４月１日付）が認可さ
れ、土地改良区の合併が完了し
た。 

 

効果等 

 
 
 

  土地改良区の合併により、主
に運営に伴う人件費の抑制が
図られた。1年間で約６０万円
の削減効果となる。 
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実施項目 ⑥社会福祉協議会への委託事業見直し 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 吉賀町社会福祉協議会に対
し、コスト削減の要請を行う
とともに、サービスの利用者
負担の見直し等を行った。 
 又、吉賀町社会福祉協議会
も人件費削減に向けた給与体
系の見直しの検討を始めた。 
【代表的な事例】 
・高齢者在宅福祉事業の内の
１事業ほか 
（軽度生活援助事業） 
利用料 
１００円→３００円/時間 

 島根県の補助打ち切りで町
単独化となった委託事業につ
いて、当該年度予算編成時に
吉賀町社会福祉協議会による
事業コストの精査、サービス
の利用者負担の見直しを行っ
た。 
【代表的な事例】 
・高齢者在宅福祉事業 

事業費約３０,０００千円 

 町民税課税有無で利用料に 

格差（ショートステイほか） 
・県補助打切り 

 補助率 約１/３→なし 
・社協職員人件費の新給与体
系適用開始 

 町からの運営費補助金につ 
いて、人件費相当分は一昨年 
度より引続き２０％～５０％ 
の削減で対応した。 
委託事業のコスト削減要請
を行うとともに、委託料見直
しを行った。 
【代表的な事例】 
・高齢者在宅福祉事業 
（デイサービス事業） 
委託料：１件当り 
六日市 
 ７，０００円 

↓ 
６，５００円 
柿木 
 ５，０００円 

↓ 
４，５００円 

 社会福祉協議会運営費補助
金について、人件費は平成 
１８年度より、引続き２０％
～５０％の削減を行っている 
委託事業についても、予算
編成時において、コスト削減
要請を行うとともに、委託料
見直しを行っている。 

 

効果等 

 事業の効率化や維持・継
続・廃止についての検討によ
り、見直しすることが出来た。 
 
 

 事業コスト削減と負担の公
平性確保の観点から見直しす
ることが出来た。 

事業コスト削減と負担の公
平性を図られた。 
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実施項目 ⑦一部事務組合のあり方検討 

担当部署 

 ○ ○ ● ○        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 取り組み無し。  一部事務組合で事業を実施
することのメリット、デメリ
ットを精査し、将来の方向性
と対応を構成自治体とともに
検討することを庁内的には確
認した。 
 対象となる一部事務組合は
以下のとおり。 
・島根県市町村総合事務組合 
・益田地区市町村圏事務組合 
・鹿足郡環境衛生組合 
・鹿足郡不燃物処理組合 
・鹿足郡老人ホーム組合 
 
 
 
 

 一部事務組合の設立目的
は、市町村が単独で行うより
も共同処理したほうが効率的
な事務を行うためである。現
在、一部事務組合で処理して
いる事務については共同処理
が適当である。また、これら
の事務を町単独で行うこと
は、財政及び人的に困難であ
る。 
 現在ある複数の一部事務組
合の組織の統合あるいは事務
局機能を統合することは考え
られるが、設置している施設
が３市町に点在し、事務内容
も多岐に渡るため実現は困難
と考えられる。 
 

 今後は、指定管理者制度や
業務委託を視野に入れ、検討
していく。 

 

効果等 
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番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑧広域事業の見直し検討 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 広域事業の精査を行った。 
基本的に合併前の両町村が

加 
入していたものは継続とし、 
いずれかが加入していたも

の 
は脱退とした。 

 広域で実施する事業のメリッ
ト、デメリットを精査するとと
もに、将来の方向性等を見据え
た上で、新年度予算査定の中で
整理した。 
 尚、今年度末をもって脱退す
ることを決定した組織は、以下
のとおり。 
ＮＴＴユーザー協会、島根県
社会保険協会、石見地区町村消
防団長連絡協議会、益田たばこ
販売協同組合、日本国民年金協
会、島根県トラック協会、島根
県トラック協会益田支部、鹿足
郡身体障がい者福祉協会、鹿足
地区中山間活性化促進協議会、
島根県資源保全地域協議会、林
道安全協会、日本道路協会、日
本住宅協会、島根県公立文化施
設協会、島根県青少年育成会議、
島根県労働基準協会  
以上１６団体で削減効果は６
２３千円。 

引き続き、広域で実施する
事業のメリット、デメリット
を精査し将来の方向性等を見
据えて検討した。 

引き続き、広域で実施する事
業のメリット、デメリットを
精査し将来の方向性等を見据
えて検討する。 

 

効果等 
  

 
   



 54 

 

番 号 ２－３ 

項 目 名 外郭団体等の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑨公共的団体の再編 

担当部署 

 ○ ○ ○ ○    ● ○  ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

新町の速やかな一体性を確
保するため、それぞれの事情
を尊重しながら、そのあり方
について調整に努めた。合併
協議により統合できる部署は
統合したが、更に進めるため、
平成１８年度に詳細について
検討することとした。 
（再編された公共的団体） 
・社会福祉協議会 
・体育協会 
・婦人会 
・青少年健全育成協議会 
・人権教育推進協議会 
・交通安全対策協議会 
・交通安全母の会 
・学校給食会    など 

引き続き、新町の速やかな
一体性を確保するため、それ
ぞれの事情を尊重しながら、
そのあり方について調整に努
めた。  
各部署が担う公共的団体を
洗出した結果、既に統合整備
を予定している団体もあり､
平成１９年度において更に検
討を進めることとした。 

各部署において実施した各
種団体の洗い出しに基づき、
新町の速やかな一体性を確保
するため、それぞれの事情を
尊重しながら、統合調整につ
いて具体的に検討した。 
商工会、観光協会の合併に
より今年度の公共的団体の再
編は終了した。 

今後も、それぞれの事情を
尊重しながら、統合調整につ
いて検討する。 

 

効果等 
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番 号 ２－４－１ 

項 目 名 施設の維持管理方法の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①維持管理方法の見直し 

担当部署 

 ● ○ ○ ○    ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

地方自治法の改正に伴い、
施設の維持管理委託契約期間
について長期継続契約に関す
る条例及び規則を施行し、複
数年契約でのコストの削減を
検討した。 
又、指定管理者制度への移
行計画を作成し、公の施設の
施設概要調書作成を全庁的に
取り組み、各施設の方針の決
定に向け取り組んだ。 

指定管理者制度について
は、平成１７年度の取り組み
項目を基礎として、５月中に
各施設の条例改正を行い、６
月１２日から７月１２日まで
公募を実施。７月１２日から
８月１日まで選定委員会によ
る選定を行い、８月２２日に
議会での指定議決し、９月か
ら運用開始した。その後、２
施設について１２月議会で、
さらに１施設について３月議
会で指定議決し、いずれも平
成１９年４月１日運用開始と
なった。又、庁舎 EV、自家用
発電機保守の複数年契約を締
結し経費の削減を図った。 

 次の７施設について、指定
管理者制度により施設管理の
委託契約を締結した。 
・大野原運動公園 
・障がい者地域活動支援セン
タ－(旧吉賀町町民集会所) 
・自治会館(５施設) 
 
生活改善センタ－を地区集
会所に転用するため、野中地
区自治会と協議を行った。 
協議の結果施設の改修を実
施し平成２０年４月より野中
地区集会所として指定管理を
行なった。 
 
 

平成２０年度末で満了する
指定管理施設の、２１年度以
降指定に向けて選定作業を行
う。 
１２月議会議決を目途とし
て作業を実施する。 

 

効果等 

複数年契約でコスト削減が
期待される例規が施行され
た。又、指定管理者制度への
移行計画が作成され、実質的
な実務に入ることが出来た。 
 
 

指定管理者制度導入により
住民サービスの向上と経費削
減効果を図った。又、複数年
契約に伴う、経費の削減効果
も図った。（EV）削減効果額対
前年度△8,925円（自家発）削
減効果額対前年度△93,270
円。 

 指定管理者制度導入により
住民サービスの向上と経費削
減効果を図った。 
生活改善センタ－維持管理費 
▲３４５千円／年 
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番 号 ２－４－１ 

項 目 名 施設の維持管理方法の見直し 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②指定管理者制度の導入 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

指定管理者制度への移行計
画を作成し、公の施設の施設
概要調書作成を全庁的に取り
組み、各施設の方針の決定に
向け取り組んだ。 
 
 
 
 
 
【洗い出し対象の施設件数】 
総数１４７件 
・上下水道施設 １８件 
・児童福祉施設  ６件 
・老人福祉施設  ８件 
・教育施設   １８件 
・その他    ９７件   

指定管理者制度について
は、平成１７年度の取り組み
項目を基礎として、５月中に
各施設の条例改正を行い、６
月１２日から７月１２日まで
公募を実施。７月１２日から
８月１日まで選定委員会によ
る選定を行い、８月２２日に
議会での指定議決。 
その後、２施設について１
２月議会で、さらに１施設に
ついて３月議会で指定議決
し、いずれも平成１９年４月
１日運用開始となった。 
 尚、今年度末現在での管理
内訳は以下のとおり。 
 直  営 ６３件 
 指定管理 ８３件 

 平成１８年度に指定した施
設の事業報告書により所管課
において「施設運営実績評価」
を行った。 
課題 
評価は「良好」「普通」「不十
分」で行ったが、評価の制度
を高めることが必要である。 

 指定管理者制度の充実と適
正な管理運営を図るために
は、事業報告に基づく「施設
運営実績評価」の制度を高め
る必要がある。 
 対応は第三セクタ－経営改
善会議を活用して検討する。 

 

効果等 

 
 
 
 

指定管理者制度導入によっ 
て住民サービスの向上と経費
の削減効果を図った。 
 
 
 

 指定管理者制度の充実と適
正な管理運営が図られた。 
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番 号 ２－４―２ 

項 目 名 施設サービスの向上 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①運営方法の検討 

担当部署 

   ○ ○    ○   ● 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

施設の空き状況等の把握、
使用管理システム及び申請書
類の簡素化について検討し
た。 
又、コスト削減にも努めた。 

公の施設については、昨年 
度から指定管理者制度導入に
ついての事務に着手し、今年
度内において一定の精査をす
ることが出来た。しかし、初
めての指定管理者制度導入と
いうことで大幅な経費削減効
果が現れていないのも現状で
あり、今後検討を要すところ
である。 
 教育委員会所管の町民体育
館及び基幹集落センターの料
金体系について一元化を図る
べく検討を行った。又、㈱サ
ンエムに管理委託している立
戸スポーツ公園では、平成１
８年７月１日より高圧電力を
必要時期のみに受給すること
のできる自家発・リース方式
に変更し経費節減を図った。 

 大野原運動公園の管理業務
について、指定管理者制度を
導入した。 

 又、町民体育館及び基幹集
落センターの管理委託料につ
いても検討した。 

 さらに、現行の施設利用に
おける申請･受付･精算方法等
事務の簡素化についても検討
した。 

 幅広い年代層の利用促進を
図るため、町民への周知も含
め、利用者のニーズにあった
サービス向上について検討し
た。 

 大野原運動公園について、
将来グランドゴルフの公認コ
ースを設定し、町内外からの
利用者増を図る。２０年度に
おいては試験的にコースを設
定し、利用者の動向を見る。 

 

効果等 

 プラン作成に関わることに
よって、コスト削減を含めた
意識の高揚が図れるようにな
った。 

指定管理者制度導入により
経費削減に向けた検討基盤が
出来た。又、施設使用料一元
化に向けた検討に着手するこ
とが出来た。 

指定管理者制度導入により
経費削減を行うとともに、事
務の簡素化と利用促進に向け
た取り組みを行った。 

利用者の増により温泉等他
方面への効果を図る。 
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番 号 ３―１―１ 

項 目 名 わかりやすく、利用しやすい組織体制の確立 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①組織機構の見直し 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 取り組み無し。 合併により本庁舎に水
道課分室、分庁舎に水道課
本課を配置していたが、本
年度当初において六日市
地域振興室と水道課分室
を統合し、組織機構の見直
しを行った。同様に、現組
織を住民のニ－ズに的確
に応えられる機構とする
ための検討を引き続き行
った。 
又、今後見直しを行う際
の材料とするため、現行事
務事業に関するアンケー
トを全職員対象に実施し
た。別紙参照。 

１５名の委員により、平成１９年５月１５
日から７月６日まで計７回の組織見直し検
討委員会を開催し、平成１９年７月１０日町
長に委員会報告書を提出した。 
意見書は、課のありかたとして現在の課を
「総合政策部門」「環境整備部門」「住民生
活部門」「地域振興部門」「保健福祉部門」
の５部門にする。大課制による課長をサポ－
トする体制について構築するよう提案した。 
 職場意見を聞いて庁議で検討した結果以
下のことを確認した。 
平成２０年度の組織は現行のままとする。但
し一部の室において見直しを行なう。 
大課制の導入を前提とした組織再編につ
いては、平成２１年度を目標とする。なお組
織再編にあたっては将来の展望を見通した
組織となるよう検討を加え再提案する。 
ＧＬ制については、原課での協議結果を踏
まえ現行の職制における職務の明確化に重
点をおいて検討を加える。 

平成１９年１１月１９日庁議確
認事項に基づいて組織機構の再
編に取り組む。 
検討委員会の報告書を基に検
討を加えた組織機構の再編案を
６月末までに本部会議に提案す
る。 
７月より内部協議を行い１２月
の条例改正を目途とする。 

 

効果等 
 特記事項無し。 
 

住民サ－ビスの向上と
事務の効率化を図った。 

行政サ－ビスの向上と業務の適正化が図
られた。 

適切な行政サ－ビスの提供と業
務の適正化を図る。 
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番 号 ３―１―１ 

項 目 名 わかりやすく、利用しやすい組織体制の確立 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②住民の利便性の向上 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

合併に伴って、住民サービ
スへの支障を最小限に抑える
ため、本庁舎・分庁舎方式を
採用し、併せて両庁舎に各々
地域振興室を設置した組織体
制とした。 
又、暮らしの便利帳を作成
し全戸配布した。 

合併後の住民の利用頻度や
課事務事業量を考慮して、本
年度当初から本庁舎に設置し
ていた水道課分室を六日市地
域振興室に含めた。 
引き続き、事務事業量の実
態把握、事務事業の見直しを
検討し利用しやすい組織づく
りを検討した。 

 組織機構の見直しに併せて
検討した。 

引き続き組織機構の検討に
併せて検討を行う。 
 
 組織体制以外の面からは、
権限移譲により、福祉事務所
の設置、旅券の発給事務を行
う。身近で事務を行うことで
の利便性を図る。 

 

効果等 

合併に伴う住民サービスへ
の支障を最小限に抑えること
が出来た。 
 
 
 
 

 住民の利便性の向上を図る
べく検討を行った。 

 住民の利便性の向上を図っ
た。 
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番 号 ３―１―２ 

項 目 名 迅速で機能的な機構の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①組織機構の見直し（再掲） 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 取り組み無し。 合併により本庁舎に水
道課分室、分庁舎に水道課
本課を配置していたが、本
年度当初において六日市
地域振興室と水道課分室
を統合し、組織機構の見直
しを行った。同様に、住民
ニ－ズに的確に応えられ
る組織機構とするための
検討を引き続き行った。 
さらに、町の附属機関に
ついて必然性、効率性、妥
当性の視点に立って、全庁
的に見直しを行った。別紙
参照。 

１５名の委員により、平成１９年５月１
５日から７月６日まで計７回の組織見直
し検討委員会を開催し、平成１９年７月１
０日町長に委員会報告書を提出した。 
意見書は、課のありかたとして現在の課
を「総合政策部門」「環境整備部門」「住
民生活部門」「地域振興部門」「保健福祉
部門」の５部門にする。大課制による課長
をサポ－トする体制について構築するよ
う提案した。 
 職場意見を聞いて庁議で検討した結果
以下のことを確認した。 
平成２０年度の組織は現行のままとす
る。但し一部の室において見直しを行な
う。 
大課制の導入を前提とした組織再編に
ついては、平成２１年度を目標とする。な
お組織再編にあたっては将来の展望を見
通した組織となるよう検討を加え再提案
する。 
ＧＬ制については、原課での協議結果を
踏まえ現行の職制における職務の明確化
に重点をおいて検討を加える。 

平成１９年１１月１９日庁
議確認事項に基づいて組織機
構の再編に取り組む。 
検討委員会の報告書を基に
検討を加えた組織機構の再編
案を６月末までに本部会議に
提案する。 
７月より内部協議を行い 
１２月の条例改正を目途とす
る。 

 

効果等 
 特記事項無し。 
 

住民サ－ビスの向上と
事務の効率化を図った。 

行政サ－ビスの向上と業務の適正化が
図られた。 

適切な行政サ－ビスの提供
と業務の適正化を図る。 
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番 号 ３―１―２ 

項 目 名 迅速で機能的な機構の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②グループ制の検討 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

取り組み無し。 取り組み無し。  組織見直し検討委員会で検
討した。 
検討委員会の報告を受け、
職場意見を聞いて庁議で検討
した結果以下のことを確認し
た。 
 ＧＬ制については、原課で
の協議結果を踏まえ現行の職
制における職務の明確化に重
点をおいて検討を加える。 
 
 

 組織機構の見直しに併せて
現行の職制における職務の明
確化を検討する。 

 

効果等 

  
 
 
 
 
 
 

    

 



 62 

 

番 号 ３―１―２ 

項 目 名 迅速で機能的な機構の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 
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民 

保
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祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③政策企画部門の充実 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併と同時に設置された政
策企画（課）部門と各課との
連携についての検討を行っ
た。 

 地方分権の推進や複雑多様
化する行政需要に対応するた
め、政策企画課のみならず、
全庁的な職員の政策形成能力
を向上するための方策を検討
した。 
又、政策形成能力養成を主
とした島根県自治研修所主催
「一般職員第Ⅱ課程研修」に
職員２人を派遣した。  
 尚、政策企画部門と財政部
門とが緊密な連携がとれる体
制作りを行い、政策企画部門
が行政内において総合的な調
整ができるようその役割、責
任を明確にすることの検討を
行った。 

地方分権の推進や複雑多様
化する行政需要に対応するた
め、政策企画課のみならず、
全庁的な職員の政策形成能力
を向上するための方策を引き
続き検討した。 
又、政策形成能力養成を主
とした島根県自治研修所主催
の｢一般職員第Ⅱ課程研修｣に
職員2人を派遣した。 
尚、政策企画部門と財政部
門とが緊密な連携を取り、事
務事業調整を行った。  

 本年度も引き続き事務事業
の調整を行う。 

 

効果等 

行政効率の向上が図られ
た。 
 
 
 
 
 

 職員の政策形成能力向上と
政策企画部門充実により、行
政サービス向上と行政の透明
性の向上を図ることが出来
た。 

 職員の政策形成能力向上と
政策企画部門充実により、行
政サービス向上と行政の透明
性の向上を図ることが出来
た。 

職員の政策形成能力向上と
政策企画部門充実により、行
政サービス向上と行政の透明
性の向上を図る。 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議
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総

務 

政
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健
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地
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調
査 
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産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①保育所の管理運営改革 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 かきのき保育所について
は、吉賀町社会福祉協議会に
委託。 
 木部谷保育所については、
保育所長 庭田氏に委託。 
 朝倉へき地保育所について
は、直営で運営。 
双葉・六日市・七光保育所
については、法人保育所とし
て運営。 

 公施設の管理方法の見直し
により、かきのき保育所につ
いては、９月から指定管理者
制度に移行、木部谷保育所に
ついては事業委託した。  
又、朝倉へき地保育所につ
いては、学童保育も行ってお
り、子育て支援の観点から、
直営で運営を継続し、歳出の
見直しを行った。 
双葉・六日市・七光保育所
については、法人保育所とし
て運営。 

 昨年９月より吉賀町社会福
祉協議会を指定管理者として
運営を委託しているかきのき
保育所について、法人化に向
けて検討を行い、平成２０年 
１０月の法人化を決定した。 
 

かきのき保育所について、
町社会福祉協議会を指定管理
者として運営を委託している
ものを、今年１０月の法人化
に向けて現在事務を進めてい
る。 
木部谷保育所については、
事業委託。朝倉へき地保育所
は、学童保育も行っており、
子育て支援の観点から、歳出
の見直しを行いながら直営を
継続。双葉、六日市、七光の
各保育所については法人保育
所として運営継続。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 
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実施項目 ②障害児保育の再編 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

 合併にあたつては、旧六日
市町の制度で引き続き事業実
施することを協議し確認し
た。 

 対象児童の在籍する保育所
については、補助対象とした。
４月１日現在での入所状況
は、双葉保育所２人、かきの
き保育所３人。 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 障害児保育の促進を図っ
た。 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 
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教
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実施項目 ③子育て支援センターの再編 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

 旧柿木村で設置しているセ
ンターを合併後も引き続き設
置して、事業を行うことを協
議し決定した。 

 かきのき保育所に設置して
事業実施した。 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 子育てに関する悩み等の解
消・軽減を図ることが出来た。 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 
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設 
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道 

教
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実施項目 ④学校給食調理場の検討 

担当部署 

           ● 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

合併後も現状の体制とし
た。 

取り組み無し。 児童･生徒数の推移や職員
の退職状況、既存施設の現状
等を踏まえ乍ら、将来予測を
含めた効率的な学校給食の有
り方を検討し、新年度から朝
倉調理場を廃止して六日市共
同調理場に統合することとし
た。又、恒常的な臨時調理員
の派遣と、六日市調理場から
蔵木小・中、朝倉小への運搬
をサンエムに委託した。 

 ４月１日よりスタートした
新体制での運営状況をみなが
ら、将来予測を含めた効率的
な学校給食の有り方を検討す
る。 

 

効果等 
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番 号 ３―１―３ 

項 目 名 行政関連施設のあり方 
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実施項目 ⑤地区集会所のあり方の検討 

担当部署 

  ●          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 地区集会所の管理方法につ
いて検討を行った。 
 箇所数は、５０。 

 地区住民の連帯感の向上、
生活改善、研修等、町振興の
ために必要な事業の推進の場
としての利用拡大を図った。 
又、平成１８年９月１日か
ら管理運営に関する必要事項
を定めた管理協定書を地区集
会所ごとに締結し指定管理者
制度を導入し、実態に即した
効率的な管理運営を行うこと
とした。これにより、行政と
住民との協働の仕組みづくり
の確立と施設の効率的な運営
管理を行うこととした。 

平成１８年９月１日から管
理運営に関する必要事項を定
めた管理協定書を地区集会所
ごとに締結し、指定管理者制
度を導入したが、今後もより
一層の住民自治の拠点施設と
して利用促進が図られるよ
う、自治会等と検討した。 

平成１８年９月１日から管
理運営に関する必要事項を定
めた管理協定書を地区集会所
ごとに締結し、指定管理者制
度を導入したが、今後もより
一層の住民自治の拠点施設と
して利用促進を、自治会等と
検討する。今年度七村地区に
１箇所建築する予定。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

     

 



 68 
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実施項目 ⑥ＰＦＩ事業の導入検討 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

取り組み無し。 取り組み無し。 導入予定の事業が無いため
取り組み無し。 

導入予定の事業が無いため
取り組み無し。 

 

効果等 
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実施項目 ①メール等による緊急情報提供 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ○ ○ ★  

実施内容 

 職員や消防団をはじめとし
た関係機関団体の構成員に対
して、メールによる緊急情報
を配信する必要性（情報の種
類や範囲）や意義について説
明し検討を行った。 
その結果、消防団分団長以
上の幹部には、緊急時の情報
がメ－ルで配信されるように
取り組んだ  ゙

 益田消防本部から、消防団
員への緊急情報メ－ル配信が
可能となるよう取組んだ。 
消防団員  ９３人 
充足率 ３４％  
職員     ４人 

吉賀町として独自のシステ
ムを構築し、維持管理してい
くことは困難であるし、益田
消防本部が行っている緊急情
報メールは、消防団員に対象
を限定している。 
このため、島根県が行って
いる「しまね防災メール」を
活用する方向で検討する。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

    

 



 70 

 

番 号 ３―１―４ 
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実施項目 ②危機管理マニュアルの拡充整備 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 吉賀町地域防災計画策定に
向けた具体的な取り組みを検
討した。 
 市町村国民保護計画の策定
に向けた関係条例の整備を検
討した。 

地域防災計画については、旧町 

村版を暫定的に運用していたが、計
画策定に係る基礎資料とするため
「防災に関するアンケート」を平成
１８年１０月全町実施し、計画策定
に際しての材料とした。（アンケー
ト内容は、地区名、家族 

構成、危険箇所、避難場所、避難 

経験など）別紙参照。尚、計画策 

定については、全面改訂に向けて 

年度内に原案をまとめ、今後町防 

災会議への諮問及び県協議を行う 

こととした。 

国民保護計画については、例規整
備を経て、平成１８年９月１日付け
で委員２４人を任命して、作業開始
し年度内に策定した。 

地域防災計画につい
ては、昨年度実施した
「防災に関するアンケ
ート」結果を参考に、平
成１９年６月、町防災会
議に原案提案して、県に
協議中である。尚、この
地域防災計画に基づき、
町内における安全確保
のための避難マニュア
ルを作成する前段とし
て防災のしおりを作成、
全戸配布した。この中で
防災マップについては
危険渓流の自己記入な
どによる意識の高揚を
図った。 
 

県の策定する高津川浸水予想区
域図を基に関係区域のハザ－ドマ
ップを策定し、関係地区の住民に配
布する。なお今後の計画は平成２２
年度～２４年度にかけて全町調査
を行いハザ－ドマップを策定し土
砂災害危険区域を含めた避難マニ
ュアルを全戸配布する。 

 

効果等 

 吉賀町地域防災計画、市町村
国民保護計画策定のための人
的措置や必要な経費について
新年度予算に計上した。 
 国民保護協議会条例、国民保
護対策本部及び緊急対処事態
対策本部条例が整備された。 

地域防災計画策定に向けて 
の準備が整いつつある。又、国
民保護計画については、策定さ
れ危機管理に対するマニュア
ル整備を図ることが出来た。 

防災のしおりの配布
により各地区の避難場
所の確認が図れた。 
 

近年の降雨は局地的な集中豪雨
が多くみられ浸水想定区域、土砂災
害危険区域を地図化したハザ－ド
マップの住民への提供は住民の生
命を守る上で重要である。ハザ－ド
マップの作成に当たっては住民と
ともに行えばその効果は大である。 
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議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③防災行政無線の拡充整備 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★ ★ ★  

実施内容 

 防災行政無線を町内全域に
拡充するための調査とシステ
ムを検討し、年度内で電波伝
搬調査、音響伝播調査等を実
施し、実施設計書を作成した。 

 防災行政無線整備につい
て、１０月３～１９日・６会
場で、地区長・班長・自治委
員・公民館長（分館長）を対
象とした説明会を開催しなが
ら、まちづくり交付金事業交
付決定を待って、工事発注し
た。工事概要は以下のとおり。 
・デジタル方式電波を使用し
た同報通信方式の無線設
備。 
・親局設備（本庁舎） １局 
・中継局       ３局 
・再送信子局     １局 
・屋外拡声子局   １７局 
・戸別受信機は、公共施設の
ほか申込のあった各世帯。 
・概算工事費は、約４４６百
万円。 

 平成１９年１２月１０日か
ら全町を対象とした試験運用
を開始し、平成２０年度から
の本格稼動に備えている。 
 平成２０年３月末の旧六日
市町区域における戸別受信機
設置予定台数は、以下のとお
り。（設置完了予定数） 
・一般世帯  １４９１戸 
・町有施設   ２６３戸 
・県施設     ４３戸 
・警察       ５戸 
合計   １８０２戸 
 

 
 
 

 未設置世帯の対応と、事業
所への設置に取組む。 
 

 

効果等 

  
 
 
 
 

緊急情報伝達手段の統合及
び整備により、危機管理体制
の拡充が図られることが期待
される。 

緊急時の情報伝達手段が統
合整備され、危機管理体制の
拡充が図られた。 
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番 号 ３―１―４ 

項 目 名 危機管理体制の整備 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④消防団の再編 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 町村合併により、２つの消
防団を１つの消防団に再編し
た。 
 団長以下３３２人の条例定
数、１０分団制とした。尚、
階級ごとの条例定数は以下の
とおり。 
・団長     １人 
・統括副団長  １人 
・副団長    ５人 
・分団長   １０人 
・副分団長  １５人 
・部長    ５０人 
・班長    ５０人 
・団員   ２００人 
 

 再編後の組織についての問
題点や矛盾点などを検証し、
今後の組織のあり方を消防団
幹部会で随時検討し対処し
た。 

 消防団組織の再編と、防災
無線の全町供用開始による消
防団の出動体制の見直しを検
討した。 
 特に団員数の少ない分団、
部の属する地域の住民と、地
域の防災体制のあり方につい
て意見交換会を開催し、消防
団組織の再編についての課題
を検証した。 
 １９年度は第９分団の地域
での意見交換会を実施した。 

 前年度に引き続き消防団組
織の再編についての課題を検
証するため、団員数の少ない
分団、部の属する地域の住民
と、地域の防災体制のあり方
について意見交換会を開催す
る。２０年度は第４分団３ 
部、第５分団５部の地域を計
画している。 
 

 

効果等 

 組織を１つにすることによ
り、効率的な団運営が図られ
た。 
 
 
 
 

 より効率的な団運営を図る
ための検討を引き続き行うこ
とが出来た。 

 より効率的な団運営を図る
ための検討を引き続き行うこ
とが出来た。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①定員適正化計画の策定 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

定員適正化計画策定のため
の数値目標の設定や資料準備
を行った。 

平成１７年度の目標に沿っ
て一般行政部門(議会・農業委
員会部門を含む)及び特別行
政部門(教育委員会部門)の定
員について、平成２１年度ま
での定員適正化計画を策定し
た。別紙参照。 
 又、計画公表の方法につい
ても検討した。 
 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

計画策定により、定員適正
化と職員の適正配置を図る基
準が出来た。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②定員適正化の実施 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併後の定員について検討
した。 
基本的には、向こう１０年
間で総数２０％削減の目標を
以下のとおり設定した。 
平成１７年度当初 

 １１４人 
 平成１８年度当初 
       １１１人 
平成１９年度当初 
      １１０人 
平成２０年度当初 
      １０８人 
平成２１年度当初 
       １０６人 
 ５年間で８人の削減を行う
もの。 

本年度策定される定員適正
化計画に基づき、事務事業に
合わせた人員配置を行い、適
正な定員管理を推進した。 
又、本年度当初での目標数
値は１１１人であったが、前
年度末に定年前退職者１名が
発生したため、１１０人とな
った。 
又、今年度末には定年１人、
自己都合１人計２人の退職に
より１０８人となった。 

 定員適正化計画に基づく人
員管理を行うとともに、適正
な人員配置にも配慮し、人事
異動を行った。 
 又、本年度当初での新規採
用者は１人で、目標数値１１
０人に対して、１人減の１０
９人となった。 
 又、年度内に３人の自己都
合による退職者があり、平成
２０年１月１日に１名の新規
採用をしたが、年度末に４人
の定年退職があったため、年
度末の実員数は１０３人とな
った。 

 計画を上回る職員数の減と
なっているが、今後も定員適
正化計画に基づきながら、適
正な人員配置に配慮してい
く。 
 本年度当初での新規採用者
は１人で、目標数値１０８人
に対して１０４人となり、計
画より４人の減となった。 

 

効果等 

 定員適正化計画の基礎とな
る目標数値の設定が出来た。 
又、５年間での削減効果額
は以下のとおり。 
退職者１２名 約９６百万円 
採用者 ４名 約１２百万円 
差引効果額  約８４百万円 

人件費の抑制と事務の効率
化を図ることが出来た。 
 

人件費の抑制と事務の効率
化を図ることが出来た。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③再任用制度の運用 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併と同時に吉賀町職員の
再任用に関する条例を即時制
定した。 
制度としては、急速な高齢
化の進行で高齢者の安定した
雇用の確保を図る上で必要な
施策ではある。しかしながら、
民間の雇用情勢や地域経済が
厳しい状況や退職した職員の
希望がないことなど、制度と
しては休眠状態である。従っ
て、制度の趣旨について今一
度啓発を行う必要性を確認し
た。 

 地域経済が厳しい状況や、
退職した職員の希望がないな
どで運用は行わなかった。 

 制度の趣旨についての啓発
や、定年退職予定者への調査
を行う。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 制度趣旨の周知により適正
な運用促進を図る必要性を確
認した。 
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番 号 ３―２―１ 

項 目 名 定員適正化計画の策定 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④臨時職員・パート職員の縮減 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

合併後、臨時職員・パ－ト
職員の縮減をした。 

臨時職員・パ－ト職員の縮
減をした。 

臨時職員・パ－ト職員の縮
減をした。 

臨時職員・パ－ト職員の縮
減をする。 

 

効果等 

物件費の削減を図った。 
 
 
 
 
 
 

物件費の削減を図ることが
出来た。 
当該年度の当初予算ベース
（対平成１７年度当初予算）
で約１４百万円の削減効果が
あった。 
 

物件費の削減を図った。   
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①常勤・非常勤特別職の給与等改正 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
★ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併協定項目により、常勤
の特別職の給与及び議会議員
の報酬については、旧町村の
平均から１０％、その他の非
常勤特別職の報酬について
は、同様に５％の削減を合併
当初から実施している。 

常勤の特別職については、
本年度４月１日より、以下の
とおりの削減を実施した。 
・町 長  １５％削減 

現 給６４８０００円 
削減額 ９７２００円 

   支給額５５０８００円 
・助 役 約１０％削減 

現 給５４６８００円 
削減額 ５４６００円 

   支給額４９２２００円 
・教育長 約５％削減 

現 給５１５３００円 
削減額 ２５７００円 

   支給額４８９６００円 

常勤の特別職については、
本年度も４月１日より、以下
のとおりの削減を実施した。 
・町 長  １５％削減 

現 給６４８０００円 
削減額 ９７２００円 

   支給額５５０８００円 
・副町長  約１０％削減 

現 給５４６８００円 
削減額 ５４６００円 

   支給額４９２２００円 
・教育長  約５％削減 

現 給５１５３００円 
削減額 ２５７００円 

   支給額４８９６００円 

常勤の特別職については、
本年度も４月１日より、以下
のとおりの削減を実施する。 
・町 長  １５％削減 

現 給６４８０００円 
削減額 ９７２００円 

   支給額５５０８００円 
・副町長  約８％削減 

現 給５４６８００円 
削減額 ４３７００円 

   支給額５０３１００円 
・教育長  約３％削減 

現 給５１５３００円 
削減額 １５４００円 

   支給額４９９９００円 

 

効果等 

削減の実施により人件費の
抑制が図られた。削減効果額
は、以下のとおり。（半年間） 
・常勤特別職  約２百万円 
・議会議員   約３百万円 
・その他  約０．６百万円 
  計   約５．６百万円 
 

削減の実施により人件費の
抑制が図られた。削減効果額
は、以下のとおり。（１年間） 
・常勤特別職  約８百万円 
（１年間削減４百万円含む） 
・議会議員   約６百万円 
・その他    約１百万円 
 計    約１５百万円 

削減の実施により人件費の
抑制を図られた。削減効果額
は、以下のとおり。（１年間） 
・常勤特別職  約８百万円 
（１年間削減４百万円含む） 
・議会議員   約６百万円 
・その他    約１百万円 
  計    約１５百万円 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②新しい給与制度の導入 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ★    

実施内容 

給与構造の抜本的な改革が
平成１７年度の人事院勧告で
示された。 
まず、平成１７年度の給与
改定は、給料表の金額の引き
下げ（△０．３％）及び扶養
手当の引き下げ、年間給与の
調整措置の実施を行い、人件
費抑制を図った。影響額は、
半年間で約１百万円。 
又、平成１８年度について
は、給料表の水準の大幅引き
下げ・昇給制度の見直し・勤
務実績の給与への反映等の実
施に向け例規改正等の準備を
行った。 

昭和３２年以来の抜本的な
改革を以下のとおり本年度当
初から実施した。 
・中途採用者の初任給決定方
式の見直し 
・昇給制度の改正 
・復職時調整制度の改正 
・給料表の水準の大幅引き下
げ（平均△４．８％）但し、
現給保障あり。 
尚、本年度６月１日より一
般職員の給料を一律５％削減
した。 

   

効果等 

 
 
 
 
 

給与構造改革の実施により
年功序列的な給与上昇の抑制
が図られた。その影響額は、
１年間で約２３百万円。 
又、６月より実施された一
般職員の給料削減効果額は、
１年間で２８百万円となっ
た。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③新しい昇給制度の導入 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ★    

実施内容 

平成１７年度の人事院勧告
の給与構造改革で示された新
たな昇給制度は、現行の特別
昇給と普通昇給を統合し、職
員の勤務成績が適切に反映さ
れる制度が導入されることと
なった。但し、新たな昇給制
度における勤務成績の判定に
係る改善措置の活用は、段階
的に行われる予定である。 
以上の改正点を踏まえ例規
改正等の準備を進めた。 
これにより、勤務実績が給
与に反映されることとなり、
年功序列的な昇給制度が見直
され、給与上昇の抑制が図ら
れることとなった。 
 

昭和３２年以来の抜本的な
改革を以下のとおり本年度当
初から実施した。 
・昇給月の統一（１月１日） 
・枠外昇給制度の廃止 
・５６歳昇給延伸、５８歳昇
給停止の廃止 
・昇給短縮の廃止 
・一般職員の勤務成績の反映
については、運用方法が確
立され次第、実施すること
となった。 

   

効果等 

 
 
 
 
 
 

勤務実績が給与に反映され
ることにより、年功序列的な
昇給制度が見直され、給与上
昇の抑制が図られることとな
った。尚、今年度改正による
影響額は、１年間で約４百万
円。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④６３歳定年制の廃止 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

合併前、旧六日市町の制度
としてあった給食調理員及び
用務員についての６３歳定年
制については、合併当初より
廃止した。 

    

効果等 

一部職種のみの適用を排除
することによる職員の均衡化
が図られた。 
 影響額は、一人当たり約２
０百万円。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤時間外勤務手当の削減 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

合併前、休日勤務及び週休
日勤務について時間外勤務手
当を支給していたが、合併当
初より、代休制度を導入し支
給額を抑制した。 
尚、合併後半年間での効果
額は、約５８０万円。 

休日勤務及び週休日勤務に
ついて時間外勤務手当を支給
しない代休制度を導入し支給
額を抑制した。 
又、各課実態の把握、事務
量の配分点検等を職場内の協
力体制のもとで行い、時間外
勤務等縮減指針を策定するこ
とを確認した。 
 さらに、毎月１０日・２０
日を全庁一斉の「ノー残業デ
ー」として設定し、手当削減
と労働安全衛生に配慮した。 

 週休日の振替、休日の代休
制度を活用し、引続き時間外
勤務の縮減に努めた。 
 又、毎月１０日・２０日の
全庁一斉の「ノー残業デー」
を継続し、手当削減と労働安
全衛生に配慮した。 
  

 週休日の振替、休日の代休
制度を活用し、引続き時間外
勤務の縮減に努める。 
 又、毎月１０日・２０日の
全庁一斉の「ノー残業デー」
を継続する。 
  

 

効果等 

 
 
 
 
 

業務量の配分点検と柔軟な
勤務体系整備により、日常業
務のムダを廃止し人件費の抑
制を図ることが出来た。 
 
 
 

 日常業務のムダを廃止し人
件費の抑制を図ることが出来
た。 

 適正な時間外勤務命令によ
り人件費の抑制を図る。 
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番 号 ３―２―２ 

項 目 名 給与制度の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑥特殊勤務手当の廃止 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

合併前に支給されていた特殊
勤務手当は、除雪車乗務手当
を除き、合併当初より廃止し
た。 
尚、廃止された特殊勤務手
当は以下のとおり。 
・税務手当 
・伝染病防疫作業手当 
・運転手手当 
・公金取扱手当 
・保育士手当 
・徴収手当 
・技術手当 
 
 
 
 

    

効果等 

手当の削減実施により、人
件費の抑制が図られた。削減
効果額は、１５７千円。（旧柿
木村の半年分の税務手当。旧
六日市町は、平成１７年度当
初より全廃。） 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①人材育成基本方針の策定 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ★    

実施内容 

 高度化、多様化する行政需要に
対応できる政策形成能力や創造的
能力を有する人材を育成するた
め、下記項目に留意し策定した。 
・人材育成型人事管理 
職員の能力、意欲の向上を図り、
最大限に発揮できる人事管理。 

・人を育てる職場づくり 
 課題解決の手段、達成すべき目
標設定による目標管理制度活用
の人材育成。 
・研修の充実、多様化 
自主研修・職場内外研修の実施、
多様な研修機会の提供、研修に
参加できる環境整備。 
又、方針策定に係る基礎資料と 

するため「人材育成に関するアン
ケート」を平成１９年１月実施し
た。別紙参照。 

   

効果等 

 
 
 
 
 

 多様な人材確保と職員の能 
力開発指針としての活用を図 
り、職員のモチベ－ションを 
高めるための人事管理を行う 
基盤が出来た。 

   

 

【実施時期の変更】 
変更前 
平成１８年度検討 ○ 
平成１９年度策定 ★ 
変更後 
 平成１８年度策定 ★ 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②研修大綱の策定と実施 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★ ★ 

実施内容 

 現在の職員研修を体系化し
採用から退職までの基本方針
（大綱）を策定することとし
た。 
但し、本年度は当初の研修
計画により実施することとし
た。 

 平成２０年度の基本方針
（大綱）策定に向け、次の点
に基づいた骨子を作成した。
別紙参照 

１、まちづくりのスタッフと
しての責任感、使命感、仕
事への意欲などの高揚を図
るとともに、幅広い知識と
教養に基づく人間性豊かな
職員養成に努めること。 

２、多様化、高度化する様々
な行政需要に積極的に対応
できる先見性と課題認識を
持ち、活力、行動力に満ち
あふれた職員の養成に努め
ること。 

３、住民の視点に立った住民
主体のまちづくりを推進す
るため、時代の変化や課題
に即した問題発見能力、問
題解決能力、政策形成能力
及び政策法務能力の養成に
努めること。 

前年度作成した骨子に基づ
き研修大綱を策定する。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③任用制度の検討 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
   ○ ○ 

実施内容 

    吉賀町職員の任用に関する
要綱、吉賀町職員の任用に関
する規則の検討を行う。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④人事評価制度の導入 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ○ ○ ★試行 ★試行 

実施内容 

  人事評価制度導入に向けた
準備初年度として以下のとお
り取り組み、基盤整備を図る
こととした。 
「設計準備→制度設計→運
用準備→試行」のスケジュ－
ルで制度の構築を図る。 
【設計準備】 
・先進自治体の分析、参考情
報の収集 
・評価制度導入の基本構想の
策定 
・検討体制の確立    

導入の制度内容等十分な検
討ができなかったため、内部
調整等職員への周知ができな
かった。 

 試行年度を１年間変更し、
制度の検討と内部調整を行な
う。また、試行は暫定試行か
ら実施する。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤提案制度の創設検討 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
   ○ ○ 

実施内容 

    人材育成の観点から提案制
度の創設について検討を行
う。 

 

効果等 
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番 号 ３―３ 

項 目 名 職員人材育成の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑥健康管理の充実強化 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併に伴い新町としての衛
生管理委員会委員の任命を以
下の者に対して行った。 
・本庁舎助役 

・総務課長 

・産業医 

・教育次長 

・吉賀町職員組合の推薦に基 

づき指名する職員 

 

 衛生管理委員会によって、
職員の能力を十分発揮できる
環境整備の点検を行った。 
改善事項としては、柿木庁
舎及びふれあい会館の建物内
全面禁煙の事例が挙げられ
る。（６月１日から１ヶ月間試
行、７月１日から完全実施。） 
 又、職員の心身の充実を図
るための健康管理対策、研修
体制整備の充実にも取り組ん
だ。特に、平成１９年３月２
７日（火）には、益田保健所 
健康増進グループ課長を講師
に迎え、メンタルヘルスにつ
いての研修会を開催した。 

 吉賀町職員安全衛生管理計
画に基づき職員の安全衛生の
確保に努めた。 
 
◆安全衛生委員会２回開催 
◆メンタルヘルス研修会 
 １９．８．２８開催 
益田保健所 上野保健師 
 ５９人参加 
◆健康診断実施 
 受診率 ９０％ 
◆喫煙室換気扇設置 ２箇所 
 
 

 平成２０年度職員安全衛生
管理計画を策定し、職員の安
全衛生に努める。 
 
◆安全衛生委員会の開催 
◆メンタルヘルス研修会の開
催  
◆健康診断実施 
 受診率 １００％ 
 

 

効果等 

職員の健康を確保するとと 

もに、快適な職場環境形成を
促進するための基盤整備が図
られた。 
 
 
 

 職場環境、職員の健康管理
の充実による業務遂行能力の
増大を図ることが出来た。 

 職場環境、職員の健康管理
の充実による業務遂行能力の
増大を図ることが出来た。 

職員の安全衛生を図ること
で、業務の遂行能力の増大と
事故の無い職場づくりをす
る。 
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番 号 ３―４―１ 

項 目 名 受益者負担の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①受益者負担適正化の検討 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

予算編成時において、合併
後の受益者負担見直し状況を
確認した。 

現行の各種負担金につい
て、適正化を図るため受益者
が負担すべきものと行政負担
が必要なものの判別を行っ
た。 
これにより受益者負担の見
直しが必要と考えられるもの
については、今後、実施年度
を設定し、即時、又は段階的
に適正化を図ることとした。 
 

 引き続き、各種負担金の適
正化に向け、施設利用時の利
用料免除等が適正なものであ
るか、受益者が負担すべきも
のか、行政負担が必要なもか
等の判別を行った。 
  

各種負担金の適正化に向
け、施設利用時の利用料免除
等が適正なものであるか、受
益者が負担すべきものか、行
政負担が必要なもか等の判別
を行う。 
 

 

効果等 

 特記事項無し。 
 

平成１９年度当初予算編成
に向けて、放課後児童クラブ
利用料の見直しなどを検討し
たところであるが、実施には
至っていない。 
又、体育館等の公共施設の
利用に当たっての受益者負担
については、電気料の負担見
直しなどを行うこととし、平
成１９年度予算に反映した。 

林業センタ－の使用料、許
可手数料の一部を見直し、平
成２０年度の予算に反映し
た。 
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番 号 ３―４―１ 

項 目 名 受益者負担の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②保育料の見直し 

担当部署 

    ●        
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
  ○ ○ ★ 

実施内容 

  国としても少子化対策として
の子育て支援の取り組みを重要
視され、又、少子化の著しい本町
にあっては、町財政の厳しい状況
下ではあるが、保育料の負担増
は、子育て支援に逆行するという
一面があのも事実である。 
従って、保育料の見直しは、負
担軽減に向けた可能性も模索し
ながら検討を進めていく必要が
あり、当面改定は行わないことと
した。 

国も少子化対策として、子
育て支援の取組みが重要視さ
れるなか、また少子化の著し
い本町にあっては、保育料の
負担増は子育て支援に逆行す
るものであり、町財政の厳し
い中であるが、保育料の見直
しは、負担軽減に向けた検討
をすべきと考える。 

 

効果等 
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番 号 ３―４―１ 

項 目 名 受益者負担の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③公営住宅家賃の見直し 

担当部署 

   ●         
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ○ ★   

実施内容 

  町営住宅の家賃決定についての法令等の調

査及び他団体の状況調査を行った。 

①公営住宅 

 公営住宅法、同施行規則、同施行令及び町条

例に基づいて決められており引き上げ困難。但

し、町規則規定の利便性係数改正により可能だ

が、改築等の変化がないと無理。 

②特定優良賃貸住宅 

 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法

律、同施行令、同施行規則には家賃の上限が定

めてありその範囲で事業者が家賃決定。町条例

では家賃変更条件として、「物価変動」「賃貸住

宅相互の均衡」「改良」があるが該当しない。 

③若者定住住宅 

 町が家賃決定。町の定住施策との整合 

性が必要。 

 ①及び②は、引上げは出来ない。但し、 

今後建設される公営住宅の利便性係数の 

決定にあたっては一定基準を設ける必要 

がある。③は、定住推進という目的から 

して引上げは好ましくない。近隣市町村 

との家賃比較別紙参照。 

 公営住宅の利便性係数設定
要綱を制定した。平成１９年
度以降建設される住宅の家賃
決定に適用する。 
  
 
 
   検討終了 

  

効果等 

   家賃決定を客観的な基準で
行うことができる。 
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番 号 ３―４―１ 

項 目 名 受益者負担の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④ごみ手数料の見直し 

担当部署 

   ●         

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

従来は、可燃袋のみ有料で
不燃袋は無料で配布していた
が、平成１７年度当初より不
燃ごみ指定袋４種類を有料と
した。 
指定袋4種類各一枚５０円 

    

効果等 

 今後増高が見込まれるごみ
処理費の一部を受益者負担と
することにより一定の財政的
効果があった。 
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番 号 ３―４―１ 

項 目 名 受益者負担の適正化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤水道関係使用料の見直し 

担当部署 

          ●  
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ★  

実施内容 

 平成１７年度は、合併に向
けた事務のすり合わせの中
で、両町村の実情に合わせた
使用料の統合を行った。 
又、簡易水道、下水道、農
業集落排水の使用料について
は、合併協定項目の中で、合
併後３年以内に見直しを行う
という確認がなされている。 

 平成１９年度に、水道関係
使用料の見直しを行う計画
で、平成１８年度はその準備
を行った。 
 尚、見直しに要する経費と
して、平成１９年度当初予算
において水道料金審議会開催
に要する委員報酬及び費用弁
償を措置した。 

平成１９年度公営企業経営健全
化計画の策定作業と併せ、水道関
係使用料の見直し案の策定を行
い、水道料金審議会に諮問した。
１１月の答申を受け、１２月議会に
水道使用料の改定議案を提出し可
決された。経緯は以下のとおり、 
８月 見直し案の策定 
９～１０月 水道料金審議会に諮

問、審議（３回） 
１１月 水道料金審議会の答申 
１２月 議会への提案、可決 

（３月１日施行） 
水道使用料の改定については、
町広報や２月の住民説明会開催に
よって、住民に周知徹底を図った。 

水道使用料の見直しで、料
金体系を確立し、使用料の適
正化を図るとともに安定した
事業経営に向けた基盤づくり
を行った。簡易水道料金の改
定を平成２０年３月１日から
施行して、新料金での運営を
行う。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 合併時の暫定水道使用料を見
直すことで、料金の適正化を図
り長期的に安定した事業運営を
行うため、経営健全化の方向づ
けを行った。 
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番 号 ３―４―２ 

項 目 名 公有財産の有効活用 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①公有財産の有効活用の検討 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 以下の点について対処し
た。 
・旧歯科診療所の土地・建物
の譲渡 
・普通財産土地の貸付（六日
市・七日市地区） 
・町民集会所（みろく温泉）
の廃止 

普通財産の未利用地、用途
廃止された未利用施設や行政
財産についても利用頻度の極
度に少ない施設等について
は、廃止や売却などの処分も
含め、公有財産の有効利用に
ついて検討した。 
特に今年度は、以下の点に
ついて対処した。 
・ゆらら前土地・倉庫の譲渡
及び解体処分 
・真田地区山林の譲渡 
・六日市学園寮敷地の利用用
途の再検討 
・吉賀高校教員寮敷地の建物
譲与（地区集会所用途利用） 
 

譲渡を受けた旧六日市学園
寮の利用について検討。サン
エムに貸付しアパ－ト利用と
することとした。 
 
 

 平成２１年３月末で指定管
理期間が満了する施設と併
せ、施設の有効利用について
所管課と調整を行なう。 

 

効果等 

建物の修繕等維持管理経費
の削減と未利用地の解消が図
られた。 
 
 
 
 

 公有財産の有効活用を図る
ことが出来た。 

公有財産の有効活用を図るこ
とが出来た。 
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番 号 ３―４―３ 

項 目 名 町税等の徴収率の向上 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①徴収率目標数値の設定 

担当部署 

 ○  ○ ○ ●     ○  
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

 数値目標については、徴収
方法及び徴収体制について整
理、検証し実態に即した徴収
可能な数値目標を設定するこ
ととし、下記のとおり各課に
おける平成１８年度の目標数
値を設定した。 
・過年度分 
税務課  ２３.４％ 
保健福祉課１４.５％ 
水道課  ３０.０％ 
町民課  ３０.０％ 

・現年度分 
税務課  ９８.３％ 
保健福祉課９７.９％ 
水道課  ９８.１％ 
町民課  ９８.０％ 
算出資料は別紙参照。 

 数値目標については、平成
１８年度の実績を考慮し、下
記のとおり設定した。 
 
 
 
 
・過年度分 
税務課  ２３.９％ 
保健福祉課１４.５％ 
水道課  ３５.０％ 
町民課  ３０.０％ 

・現年度分 
税務課  ９８.０％ 
保健福祉課９７.５％ 
水道課  ９８.１％ 
町民課  ９８.３％ 

 

数値目標については、平成
１９年度の実績等を考慮し、
下記のとおり設定した。 
・過年度分 
税務課  ２４.０％ 
保健福祉課１４.５％ 
水道課  ３５.０％ 
町民課  ３０.０％ 

・現年度分 
税務課  ９８.１％ 
保健福祉課９７.５％ 
水道課  ９８.１％ 
町民課  ９８.３％ 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 

現況に即した内容で、当該
年度分の目標数値を設定する
ことが出来た。 

現況に即した内容で、当該
年度分の目標数値を設定する
ことが出来た。 

現況に即した内容で、当該
年度分の目標数値を設定し
た。 

 

 

【実施時期の変更】 
 変更前 
  平成１８年度 ○ 
  平成２０年度 空欄 
  平成２１年度 空欄 
 変更後 
  平成１８年度 ★ 
  平成２０年度 ★ 
  平成２１年度 ★ 
毎年度、その都度目標数値
設定をするため。 
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番 号 ３―４―３ 

項 目 名 町税等の徴収率の向上 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②目標数値に向けた収納強化 

担当部署 

   ○ ○ ●     ○  
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 平成１８年度においては、
検討委員会を引き続き開催
し、平成１７年度の決算数値
を基に、税及び公課の滞納者
数、滞納金額を精査し徴収体
制、徴収計画、滞納整理の方
法等について検討を行い各課
において収納状況を把握しつ
つ課題を確認し、さらなる収
納強化を図ることとした。 

 滞納処分については、その
方法等を改めることにより収
納強化を図ることとした。 
又、町としての方針を明確
にすることにより、各課の処
分を均衡の取れたものとする
よう検討会を開催した。 

不納欠損処分については、
処分の根拠を明確にし処分を
検討する。税の延滞金につい
ては法令に準じて徴収する統
一した取り扱いをすることが
課題となっており検討する。 
 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

検討委員会の継続開催によ
り連携強化を図りながら、目
標数値に向けて収納強化を図
ることが出来た。 

各課の連携を図りながら均
衡の取れた処分にも配慮する
問題提起がなされた。 

 不納欠損処分については、
内部基準を整備し実施する。 

 

 

【実施時期の変更】 
変更前 
  平成１８年度 空欄 
変更後   
平成１８年度 ◎ 



 97 

 

番 号 ３―４―３ 

項 目 名 町税等の徴収率の向上 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③滞納整理の検討実施 

担当部署 

   ○ ○ ●     ○  
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

-実施内容 

 平成１７年度は、合併に向
けた事務事業統合のため徴収
に係る事務が手薄となった。 
 合併後については、徴収率
を上げなければならないとい
う共通の認識から関係各課に
よる検討委員会を設置し、財
政が逼迫する中で財源確保に
向けて徴収に積極的に取り組
むことを確認した。 
 島根県の行う併任辞令制度
の活用により、滞納処分の実
地研修に平成１９年度から参
加し滞納整理を実施すること
を確認している。滞納処分の
詳細な部分については今後の
課題である。 

 平成１７年度の決算による
数値を基に各費目毎の滞納者
数、滞納金額を精査し検討委
員会を開催した。この会議で
検討した結果、滞納分（過年
度分）の徴収目標数値を設定
し、各課収納強化を図ること
とした。 
又、自力執行権行使に向け
た相互併任辞令制度の利用に
ついても検討を重ねた。 

 町税務職員の徴収技術向上
と町税の徴収率向上を図り、
県と町の協力体制構築を目的
とする相互併任辞令制度を活
用することにより、滞納整理
を行いながら滞納者数及び滞
納金額を減少させることとし
た。 
 尚、相互併任辞令制度派遣
職員数は１名とし、平成１９
年１０月１日から１２月３１
日までの３ヶ月間、西部県民
センターでの研修を行った。 

 徴税職員の徴収技術の向上
を図るために、各課の連携を
密にし、協力体制を構築し、
今後の滞納処分を検討する。 

 

効果等 

 滞納整理に対する全庁的な
共通認識を持ちながら、検討
組織を立ち上げることができ
た。 
 又、研修の見通しについて
も確認ができた。 
 

徴収目標数値を設定し、各
課収納強化を図ることが出来
た。 
又、相互併任辞令制度の具
体化が図られた。 
 

 県と町の協力体制のもと、
相互併任辞令制度の具体的な
実施により、徴収技術が向上
した。 

 徴収率の向上を図る。  
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番 号 ３―４―４ 

項 目 名 新規収入源の検討 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①既存税率（超過税率）の検討 

担当部署 

    ○ ●       
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
 ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

  超過税率の検討に関して
は、多くの市町村が標準税率
を採用している現状におい
て、当町においては他の財源
確保策を含めた財政健全化の
取り組み総体の中での位置づ
け等を考慮しながら極めて慎
重に検討を加えることとし
た。 
 尚、現時点で一部の施設に
ついて免税扱いとなっている
入湯税については、公平性・
公正性に加え、新たな財源確
保の観点からも今後引き続き
検討することとした。既に、
今年度の中期財政計画上で
は、おり込み済み。 

入湯税については、現時点
で課税免除となっている「む
いかいち温泉ゆ・ら・ら」及
び「吉賀町老人福祉センター」
の２施設についても平成２０
年４月１日から課税すること
とし、併せて税率も以下のと
おり改正することとした。 
・宿泊する者 
１人１泊につき１５０円 

・宿泊しない者 
１人１日につき ５０円 
又、平成２０年度から納期
前納付報償金の交付率を百分
の１から百分の０．５に改正
することとした。 
尚、これらの改正により入
湯税で約６００万円、納期前
納付報償金で約５００万円、
合計で約１，１００万円程度
を効果額として試算。 

 引き続き検討する。  

効果等 

 
 
 
 

 入湯税の増収となる見込み
である。 
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番 号 ３―４―４ 

項 目 名 新規収入源の検討 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ②公共施設利用料の検討 

担当部署 

  ● ○     ○   ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 新たに受益者負担（施設利
用料）を求めるべき施設の有
無について検討した。 
 

 教育委員会所管の町民体育
館及び基幹集落センター使用
料金についての検討を行っ
た。 
 

 教育委員会所管の林業セン
ター使用料金について改定し
た。 
 

新たに受益者負担（施設利
用料）を求めるべき施設の有
無について検討する。 

 

効果等 
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番 号 ３―４―４ 

項 目 名 新規収入源の検討 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 
教

育 

実施項目 ③受益者負担適正化の検討（再掲） 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

予算編成時において、合併
後の受益者負担見直し状況を
確認した。 

現行の各種負担金につい
て、適正化を図るため受益者
が負担すべきものと行政負担
が必要なものの判別を行っ
た。 
これにより受益者負担の見
直しが必要と考えられるもの
については、今後、実施年度
を設定し、即時、又は段階的
に適正化を図ることとした。 
 

 引き続き、各種負担金の適
正化に向け、施設利用時の利
用料免除等が適正なものであ
るか、受益者が負担すべきも
のか、行政負担が必要なもか
等の判別を行った。 
  

各種負担金の適正化に向
け、施設利用時の利用料免除
等が適正なものであるか、受
益者が負担すべきものか、行
政負担が必要なもか等の判別
を行う。 
 

 

効果等 

 特記事項無し。 
 

平成１９年度当初予算編成
に向けて、放課後児童クラブ
利用料の見直しなどを検討し
たところであるが、実施には
至っていない。 
又、体育館等の公共施設の
利用に当たっての受益者負担
については、電気料の負担見
直しなどを行うこととし、平
成１９年度予算に反映した。 

林業センタ－の使用料、許
可手数料の一部を見直し、平
成２０年度の予算に反映し
た。 
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番 号 ３―４―５ 

項 目 名 行財政運営のスリム化 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①総合的な見直しによる行財政運営のスリム化 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 平成１７年１０月１日合併以
後、直ちに行財政改革に向けた事
務に着手し、総合的な見直しを行
うための準備を以下のとおり行
った。 
・行財政改革推進本部の設置（１
１月）と定例開催 
・行政改革推進委員会の設置（１
２月）と定例開催 
・行財政改革大綱と行財政改革集
中改革プランの策定公表（１
月・３月） 
・町議会への現況報告 
・広報、ホームページへの掲載、
全戸配布、説明会開催等による
住民への公表 

 実質、平成１８年度から
が行財政改革集中改革プラ
ンの実行段階であり、以下
のとおり基本方針に基づく
進行管理を行った。 
・担当部署の明確化による
行財政改革推進本部の定
例開催（毎月１回） 
・行政改革推進委員会の定
例開催（年間３回） 
・議会報告及び広報掲載に
よ 
 る住民に対しての情報公
開の実施（各々年間１回） 
・毎年度の計画見直し（ロ
ーリング）実施とプラン
に対する柔軟対応 

 基本方針に基づく進行管理
を行い、行財政改革集中改革
プランの実施効果が最大限あ
らわれるよう以下の点に取り
組んだ。。 
 
・担当部署の明確化による行
財政改革推進本部の定例開
催（毎月１回） 
・行政改革推進委員会の定例
開催（年間３回） 
・議会報告及び広報掲載によ 
 る住民に対しての情報公開
の実施（各々年間１回） 
・毎年度の計画見直し（ロー
リング）実施とプランに対
する柔軟対応 
 

引き続き、基本方針に基づ
く進行管理を行い、行財政改
革集中改革プランの実施効果
が最大限あらわれるよう以下
の点に取り組む。 
 
・政改革推進本部の定例開催
（毎月１回） 
・行政改革推進委員会の定例
開催（年間３回） 
・議会報告及び広報掲載によ 
 る住民に対しての情報公開
の実施（各々年間１回） 
・毎年度の計画見直し（ロー
リング）実施とプランに対
する柔軟対応 
 

 

効果等 

 行財政改革に向けた庁内組織
と第三者的組織を立ち上げ、年度
内での行財政改革大綱と行財政
改革集中改革プランの策定公表
に全精力を傾注してきた。今後の
取り組みの基盤を整備すること
が出来た。 

 実行段階の初年度であっ
たが、機関会議等の定例化
とプランの進行管理定着化
を図ることが出来た。 

 機関会議等の定例化とプラ
ンの進行管理定着化を図るこ
とが出来た。 

引き続き機関会議等の定例
化とプランの進行管理定着化
を図りながら、最大限の実施
効果をあげる。 
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番 号 ３―４―６ 

項 目 名 予算システムの改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①予算編成方式の検討 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 翌年度の当初予算編成に係
る事務の軽減を目指していた
が、新町の暫定予算及び本格
予算の調製等により、検討す
る時間的余裕がなかった。 
又、合併後の調整において
補助金交付金制度再編にかな
りの時間を要したため、結果
として当初予算編成について
は、予想以上の時間を要する
こととなった。 

 平成１９年度当初予算編成
方式については、従来の原課
積み上げ方式から経常経費の
一部について各課に枠配分す
る方式に改める内容で検討
し、１０月２３日予算編成方
針を策定した。そして、１１
月１日職員説明会を実施した
後、要求及び編成事務に着手
した。別紙参照。 
 又、行政評価制度の平成２
０・２１年度試行、平成２２
年度本格導入を視野に入れな
がら、原課が自主的に優先順
位の決定や事業の見直しがで
きるような効率的なシステム
についても検討を進めていく
こととした。 

 平成１９年度当初予算編成
事務から採用した一部経常経
費の各課枠配分方式につい
て、内容精査を行いながら、
平成２０年度当初予算編成方
針を平成１９年１０月２５日
策定した。そして、１１月１
５日職員説明会を実施した
後、要求及び編成事務に着手
した。別紙参照。 
 又、原課の自主的な優先順
位決定や事業見直しができる
効率的なシステムについて
は、行政評価制度の平成２０
年度試行、平成２１年度本格
導入を視野に入れて庁内検討
組織（行財政改革推進本部会
議）での検討に着手した。 

２年間実施してきた枠配分
方式については概ね定着して
きた。平成２１年度予算編成
に向けて、枠配分方式の継続
について検討する。 
また、「行政評価制度」、「事
務事業調整」の導入に併せ、
予算編成期の事務負担軽減に
向けた検討を行う。 

 

効果等 

 実質的に予算編成方式につ
いての検討が出来ていなかっ
たため、効果は上がっていな
い。 
 
 

 予算編成の枠配分方式への移行
により、原課への裁量権付与や効
率的な要求・編成事務を行うこと
が出来た。又、簡素にして効率的
な行財政運営を定着化させる基盤
が出来た。 

 予算編成における各課枠配
分方式のより一層の拡充を図
り、原課への裁量権付与や効
率的な要求・編成事務を行な
った。 
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番 号 ３―４―６ 

項 目 名 予算システムの改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②行政評価制度との連動 

担当部署 

 ● ○          
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
   ○ ○ 

実施内容 

    これまで、事業内容の判断
は予算編成期に行ってきた。
このため、予算編成期の事務
負担が大きくなり、期間も長
期となっていた。 
この解消のため、事業内容
については平成２０年度から
試行する行政評価制度や事務
事業調整の中で判断し、その
内容を予算編成に連動できる
システムの構築に向けた検討
を行う。 

 

効果等 
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番 号 ３―４―６ 

項 目 名 予算システムの改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③バランスシートの作成・公表 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ★ ★ 

実施内容 

旧柿木村分の平成１２年度
から平成１６年度分の資料収
集を行い、バランスシートを
作成した。 
 

旧柿木村分と旧六日市町分
とを合算し、平成１７年度の
バランスシートを作成した。 

 平成１７年度バランスシ－
トの公表を広報で行った。 
 また、県町村会や島根県が
共催で実施している財務４表
の作成実務研修会に参加し
た。平成１９年度は９回の研
修会が実施された。 
  

平成１８年度・１９年度の
バランスシ－トの公表を広報
等で行う。 
また、県町村会や島根県が
共催で実施している財務４表
の作成実務研修会に参加す
る。平成２０年度に実施する
研修会においては連結ベース
での４表作成に向けた内容と
なることから、公営企業会計
担当者等についても参加を要
請する。年間開催計画は、９
回の予定。 
 

 

効果等 
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番 号 ３―４―６ 

項 目 名 予算システムの改革 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④コスト計算書の作成・公表 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ★ ★ 

実施内容 

 取り組み無し。 バランスシートの作成と併
せて、旧柿木村分の平成１２
年度から平成１６年度のコス
ト計算書を作成した。 
 

 平成１７年度バランスシ－
トの公表を広報で行った。 
又、県町村会や島根県など
が共催で実施している財務４
表の作成実務研修会に参加し
ている。平成１９年度は９回
の研修会が開催された。 
 財務４表を作成するにあた
っては売却可能資産の洗い出
し等関係部門との調整が必要
となり、平成２０年度の公表
に向けて取り組みを続けてい
る。 
 
 
 
 
 

吉賀町財政健全化指針に基
づき、外郭団体を含めたわか
りやすい財政情報の公表に努
める。 
 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 平成１７年度のバランス－
シ－トの公表については、特
段の反応はなかった。今後財
政健全化指標が示される中重
要性は高いと考えられる。 
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番 号 ３―４―７ 

項 目 名 財政指標の改善 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①（仮称）財政健全化指針の策定 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ★   

実施内容 

 平成１７年１０月１日の合
併に伴い新町としての当面の
財政状況を把握するために、
新町建設計画財政計画をベー
スとした平成１８年度から平
成２７年度までの向こう１０
年間の中期財政計画を策定し
た。 
 尚、この中期財政計画期間
の初旬において起債制限比率
の上昇が懸念されるため、平
成１７年度において、約１億
５０００万円の繰上償還を行
い、指標の抑制を図った。 
 

 平成１９年度の（仮称）財
政健全化指針の策定に向けた
準備を以下のとおり行った。 
・先行事例の調査等（島根県
及び同規模自治体） 
・指針の構成（骨子）の検討 
 尚、指針の構成（骨子）に
ついては、国県の現状分析、
健全化の基本的な考え方、方
策、改善効果などについての
内容とした。別紙参照。 
又、経常収支比率や起債制
限比率などの具体的な財政指
標についても明記することを
前提とした。 
さらに、実質公債費比率１
８.０％超過に伴う公債費負
担適正化計画についても策定
した。 

 平成１８年度作成した骨子に基づき
以下の策定手順により（仮称）財政健
全化指針を１０月１９日策定した。(別
紙参照) 
・総務課担当による原案作成（８月） 
・行財政改革推進本部会議への提案、
協議（９～１０月） 

・行財政改革推進本部会議での確認（１
０月） 
尚、策定に際しては、国の再生法制、 

とりわけ早期是正措置対象として設定
される予定の実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率、将来負担
比率の４つの指標にも注視したが、策
定時期に具体的対象数値が設定されな
かったため、実質公債費比率以外の数
値については未記載とした。 
指針内容については、１２月１１日
町議会全員協議会で報告説明するとと
もに、町広報紙及び町ＨＰでも公表し
た。 

  

効果等 

 
 
 
 

  財政運営の方針とその実現に向けて
の具体的な取組内容を明示し、健全化
のための基盤を確立することが出来
た。 
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番 号 ３―４―７ 

項 目 名 財政指標の改善 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②指針による財政指標の改善 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
  ★ ★ ★ 

実施内容 

   平成１９年１０月１９日策
定した吉賀町財政健全化指針
の中で、法律によって公表が
義務付けられる４つの財政指
標の適正化に向けた改善策を
組み込んだ。 
 この指針に沿って新年度予
算編成方針を樹立し、１１月
１５日職員説明会を開催して
新年度予算の編成にあたっ
た。 

指針の推進項目に基づき、
財政指標の改善に向けた具体
的な検討をおこなう。 
 特に、前年度決算を元に算
定される財政４指標の数値は
重視する必要がある。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

  指針に沿った新年度予算を
樹立でき、財政指標の改善に
向けた足がかりが出来た。 
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番 号 ３―４―７ 

項 目 名 財政指標の改善 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③地方公営企業中期経営計画の策定・公表 

担当部署 

 ○         ●  
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
★     

実施内容 

 地方公営企業中期経営計画
は、町の集中改革プランにお
きかえることとし、平成１８
年３月２２日に策定した。 
 又、住民に対しての公表に 
ついては、町議会への現況報 
告を経て、広報、ホームペー
ジへの掲載、全戸配布、説明
会開催等の措置を講じた。 

    

効果等 

短期間での策定であり、結
果的に町の集中改革プランに
おきかえることとなったが、
今後の取り組みの基盤を整備
することが出来た。 
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番 号 ３―４―７ 

項 目 名 財政指標の改善 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④計画による経営健全化の推進 

担当部署 

 ○         ●  
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
★ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

 集中改革プランにおきかえ
た地方公営企業中期経営計画
の策定が、年度末であったた
め、実質本年度での実績は無
い。 
 但し、後年度においては、
事務事業の再編整理・廃止・
統合、民間委託等の推進（指
定管理者制度の活用を含
む。）、定員管理及び給与の
適正化、経費削減の財政効果
などに重点をおいて実施す
る。 

 合併により本庁舎に水道課
分室、分庁舎に水道課本課を
配置していたが、本年度当初
において六日市地域振興室と
水道課分室を統合し、事務事
業の再編整理を行った。 
 又、年間通して旅費・需用
費などの経常経費の削減に努
めた。 
 

 平成１９年度公営企業経営
健全化計画を策定し、計画に
基づいた水道使用料の見直し
を行った。 
 又、年間通して旅費・需用
費などの経常経費の削減に努
めた。 
 

平成２０年度公営企業経営
健全化計画を策定し、滞納対
策の強化、経営健全化の推進
に向けて努力する。 
 又、年間通して経常経費の
削減に努める。 

 

効果等 

今後の取り組みの基盤を整
備することが出来た。 
 
 
 
 
 

 本庁舎水道課分室の六日市
地域振興室への統合により事
務事業の再編整理を行った。 
又、経常経費の削減に努め
た。 

 経常経費削減や計画に基づ
いた水道使用料の見直しを行
い、経営の健全化に向けた方
向性を確立することが出来
た。 
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番 号 ３―５―１ 

項 目 名 補助金の再構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①補助金制度の見直し作業の実施 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★     

実施内容 

 合併協定項目に基づいた補
助金の見直しを行うため、庁
内検討組織として補助金・交
付金検討委員会を合併後、直
ちに立ち上げた。 
この委員会において「吉賀
町補助金見直し基準」を設け、
検討を行い、吉賀町行政改革
推進委員会での意見調整を経
て見直しを行った。 
見直しを行った補助金交付 
金制度は９９件であった。 
 

    

効果等 

 補助金・交付金の適正化及
び経費の節減を図った。 
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番 号 ３―５―１ 

項 目 名 補助金の再構築 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②新たな補助金制度による運用 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

  平成１７年度で見直した
内容により、平成１８年度か
ら新たな補助金制度による運
用を開始した。補助金の交付
に際しては、関係機関団体か
ら交付申請書提出があった段
階で、直近開催の町行財政改
革推進本部会議で前年度実績
や当該年度事業計画及び予算
について検証し、適正な使途
が確認出来るものに限り交付
することとした。 
又、平成１９年度当初予算
査定に際しては、厳しい財政
事情を勘案し、さらにそれぞ
れの事業を精査の上、予算措
置した。 

平成１８年度に再編した新
たな補助金制度の運用方法に
ついて検討した。具体的には、
現行の吉賀町補助金等交付規
則に基づく補助金交付要綱を
本年度内に制定整備し、平成
２０年度当初からの適正な事
務執行に反映させることとし
た。（別紙参照） 
又、平成２１年度には、補
助金制度の再々編を行うこと
としており、平成２０年度に
は、その事務に早急に取り掛
かれるよう今年度内に内容に
ついて検討した。 

平成１８年度から実施
した新たな補助金制度が、
平成２０年度をもって終
了となる。本年度中に補助
金制度の再々編成を行い、
平成２１年度からは新基
準に基づく補助金制度と
するため、本年１１月末日
までに決定し、新年度予算
に反映させることとする。 
 
 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 補助金・交付金の適正化及
び経費の節減を図ることが出
来た。 
平成１９年度当初予算で
は、約５２百万円・２１％減
の削減効果があった。（対平成
１８年度１２月補正予算額と
の比較） 

補助金・交付金事務の適正
化を図ることが出来た。 
又、平成２１年度の補助金
制度再々編事務に向けた諸準
備を行った。 

補助金・交付金の適正化
及び経費の節減を図る。 
又、平成２１年度の補助
金制度再々編事務に向け
た諸準備を行う。 
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番 号 ３―５―２ 

項 目 名 補助金の公表 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①補助金の公表制度の検討 

担当部署 

○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

  ○ ○ ○ 

実施内容 

  平成２０年度の補助金制度
の再々編事務に向けた諸準備
に併せ、補助金の公表制度に
ついても検討した。 

本年度補助金制度の再編を
行う。併せ補助金の公表につ
いても検討する。 

 

効果等 
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番 号 ３－６－１ 

項 目 名 コスト縮減の徹底と規制緩和等 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①日常的なチェック機能強化 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 合併に伴い決裁区分の変更
を行った。 
【変更例】 
確実なものについては、主
務課長専決事項としたもの
の、確実なものを除く金額が
５万円を超えるものについて
は、助役決裁を要することと
した。 

 予算主義の原則を徹底し、
安易な流用を規制するほか、
予算の執行においては各所管
において定期的に残高等の確
認を行うこととした。 
又、支出科目等が適正であ
るかについても決裁時のチェ
ックを確実に行うこととし
た。十分なチェック機能が働
かないと判断された場合は、
決裁区分の見直し等により機
能の確保に努めることとし
た。 
 尚、四半期ごとに各費目の
執行状況を確認するなど機能
強化に向けた新たな対策につ
いて今後検討することとし
た。 

 チェック機能は強化されて
きたところであるが、所管課
によって予算主義に対する理
解度のばらつきがあり、予算
要求時に理解度向上に向けた
取組を行った。 
また、必要に応じて財政担
当からの指導を行った。 

チェック機能は年々強化さ
れてきているが、予算主義に
対する更なる理解度向上や、
日常的なチェック機能強化に
向けた取組みを行う。 

 

効果等 

 チェック機能の向上が図ら
れた。 
 
 
 
 

 予算主義の徹底により、チ
ェック機能の向上が図られ
た。支出科目等についても決
裁時のチェック機能により適
正に処理された。 
 

 予算要求、起票段階でのチ
ェック機能の強化により、よ
り確実な処理に繋がった。 
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番 号 ３－６－１ 

項 目 名 コスト縮減の徹底と規制緩和等 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②物件費の削減 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

 ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

  現在、各課で個別に見積
り・契約を行っている施設の
維持管理に係る契約（清掃、
リース、エレベーター保守、
浄化槽維持等）について、一
括して見積りを行う等の経費
節減について検討を行い、平
成１９年度予算編成時より実
施した。 
 又、消耗品をはじめとする
需用費等についても、各庁舎
毎に一括管理することで、在
庫の適正管理を行う体制を作
ることに配慮した。 

 本庁舎ほかの施設について
清掃業務、モップ・マットリ
－スを総務課で一括見積りす
るとともに、業務内容の精査
を実施した。 

 平成２０年度中に町有施設
の清掃、消防設備、清掃用品
の複数年での一括見積を検討
する。 

 

効果等 

 
 
 
 
 
 
 

 在庫の適正管理により、需
用費等の物件費の削減に繋が
った。 
 平成１９年度当初予算編成
方針に基づいて査定した結
果、約３４百万円・６．２％
減となった。（対平成１８年度
当初） 

 一括見積りによる効果額
は、８施設合計で年間１百万
円。（対平成１８年度当初） 
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番 号 ３－６－１ 

項 目 名 コスト縮減の徹底と規制緩和等 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③許認可の手続き緩和の検討実施 

担当部署 

 ● ○ ○ ○    ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

取り組み無し。  行政手続法に基づく各種許
認可申請の審査基準や処理期
間、さらに受付時の統一的な
審査マニュアル作成について
検討した。 
 又、行政手続法についての
職員研修会を平成１９年１月
１０日（水）実施した。 
  

 各種業務が繁忙であったた
め、審査マニュアルの作成に
は至らなかった。 
 

 審査マニュアルの作成を行
う。 

 

効果等 

特記事項無し。 
 
 
 
 
 
 

 行政手続法の職員研修会実
施により、職員の知識向上を
図った。 
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番 号 ３－６－１ 

項 目 名 コスト縮減の徹底と規制緩和等 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④選挙事務の再編 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ★   

実施内容 

合併後の設置選挙における
執行体制について課題点の把
握と今後の方針の検討を行っ
た。 

次年度以降の選挙執行に向
け、方針の検討を行った。具
体的には、投票所閉鎖時間の
繰上げや公営掲示場箇所数の
見直しなどについて検討し
た。 
・投票所閉鎖時間については、
１２箇所において１時間繰
上げ。（午後７時を６時に） 

・公営掲示場設置箇所につい
ては、原則１行政区１箇所
を原則に３４箇所減とし
て、１０月３～１９日・６
会場で、地区長・班長・自
治委員・公民館長（分館長）
を対象とした説明会を開
催。この内容で、県選挙管
理委員会と協議した結果、
２９箇所減となった。 
以上２点の改正により、平
成１９年４月８日の統一地方
選挙から執行。削減効果は、
１百万円。別紙参照。 

 平成１８年度の検討結果に
基づいて県選管と協議し、１
２投票所の１時間繰上げ閉鎖
と、公営掲示場の２９箇所削
減が決定した。 

そして、４月８日執行の島
根県知事及び島根県議会議員
選挙、及び７月２９日執行の
参議院議員選挙で実施した。 

  

効果等 
   双方で約１百万円の削減効

果があった。 
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番 号 ３－６－１ 

項 目 名 コスト縮減の徹底と規制緩和等 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ⑤スクールバス・巡回バスの再編 

担当部署 

  ○         ● 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

広域バス、六日市病院バス、
町内巡回バス、スクールバス
等の運行時刻を見直し調整を
図った。 
 

デマンドバスの運行を開始
し、それに伴って、スクール
バス（椛谷線、木部谷・大野
原線）の土曜便を廃止した。 
 
  
 

長期間に渡る夏休み等の休
校日の運行をデマンドバス対
応とすることで、経費節減が
可能か否かを検討した。 
公共交通機関の全くない地
域であるため、学校休業中の
スクールバス廃止にあたって
は、児童生徒への影響も検討
する必要があり、２０年度に
おいて休校日の利用状況を調
査することとした。 

学校の長期休業の内、夏休み
の運行をデマンドバスのみで
対応できるか引き続き検討す
る。 
 夏休み中の児童生徒のスク
ールバス利用状況の調査を行
う。 

 

効果等 

住民の利便性を向上させ、
併せてデマンド方式による効
果的な運行を行なうための準
備が整った。 
 
 
 

住民の利便性の向上とデマ
ンド方式による効果的な運行
を行った。 
 

 交通体系の見直しにより、
経費節減を図るための足がか
りが出来た。 
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番 号 ３―６―２ 

項 目 名 行政品質の向上 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①総合的な取り組みによる行政品質の向上 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 合併協定項目によって確認
されていた補助金交付金制度
の再編事務を平成１７年度内
で行い、新たな補助金制度と
して平成１８年度からの運用
が可能となった。厳しい財政
状況を勘案してのものである
が、補助事業の目的・限度額・
終期などについて精査を行い
適正な事業執行の基盤とする
ことができた。 
 又、庁舎内会議室や公用車
の使用について一括管理する
情報共有システムを平成１７
年度内に運用開始し、事務の
効率化を図った。 
 

 事務の効率化や効果的な執
行を図るため、以下のことに
取り組んだ。 
・徹底した事務、施策の検証
を行うための行政評価制度
導入に向けた庁内組織の立
ち上げについての検討を開
始した。 
・全県ＷＡＮを利用した電子
申請による諸証明発行事務
を開始した。 
・サービスを提供する職員と
しての資質向上のため、接
遇研修を実施した。 
・指定管理者制度の導入によ
って公の施設の管理形態を
抜本的に見直した。 
 

 以下のことについて、取り
組みを行った。 
 
・事務事業の評価を行うため、
行政評価制度導入に向け、
行政評価プロジェクトチ－
ムを立ち上げた。平成２０
年度試行、平成２１年度か
らの導入とする。 
・業務案内板及び職員配置図
を設置して、住民の利便性
向上を図る。 
・窓口、日直業務マニュアル
を策定して、住民に対して
の質の高い対応と公平性を
確保する。 

 これまでの取り組みを継続
させると共に、改善を加えて
いく。 

 

効果等 
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番 号 ３―６―３ 

項 目 名 公正の確保と透明性の向上の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
健
福
祉 

税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ①業者格付け、発注基準、指名基準 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

業者の格付については、島
根県の格付に準じて行った。 
指名基準は、入札参加者等
選定要領別表に対応した等級
に属するものから選定した。  
但し、災害関連は工期や県
工事等の関係から格付を上記
要領第３条第１項３により特
別に定めた。 
 

業者の格付については、島
根県の格付に準じて行った。 
指名基準は、入札参加者等
選定要領別表に対応した等級
に属するものから選定した。 
但し、水道工事にかかるも
のについては、今後参加資格
の確認を行い指名を行うこと
とした。 
 災害に係るものについて
は、前年度同様格付を巾広く
運用することとした。 
尚、予定価格の事前公表に
ついて本年度より施行した。 

 格付については島根県の格
付に準じて行った。 
指名基準は入札参加者等選
定要領別表に対応した等級に
属するものから選定した。た
だし水道工事にかかるものに
ついては、参加資格の確認を
行い指名を行った。 
災害にかかるものについて
は１７年度同様格付を巾広く
運用した。引続き予定価格の
事前公表について実施した。 
 一般競争入札の前段として
総合評価方式入札を施行し
た。本年は試行のため指名競
争とした。今後一定金額につ
いて総合評価方式入札とした
いが当面は年何件かを試行し
た上で一般競争入札を採用し
たい。 

格付については島根県の格
付に準ずる。 
指名基準は入札参加者等選
定要領別表に対応した等級に
属するものから選定する。但
し、水道工事にかかるものに
ついては、今後参加資格の確
認を行い指名を行うこととす
る。 
災害にかかるものについて
は１７年度同様格付を巾広く
運用する。引続き予定価格の
事前公表について実施する。 
本年も総合評価方式入札を
指名競争とし試行する。なお
総合評価方式入札による一般
競争の試行についても検討す
る。一般競争入札については
各課と協議の上実施の方向で
検討する。 

 

効果等 

幅広く町内業者の参入を図
り受注機会の拡大が出来た。 
 
 
 

公共工事の透明性、競争性 
の確保を図ることが出来た。 

総合評価方式は業者の技術
力を問うもので成果品の品質
の向上が図ることが出来た。 

幅広く町内業者の参入を図
り受注機会の拡大を図るとと
もに品質の向上を図る。 
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番 号 ３―６―３ 

項 目 名 公正の確保と透明性の向上の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 

保
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税

務 

地
籍
調
査 

出

納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ②町長の資産等の公開 

担当部署 

 ●           

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

★ ★ ★ ★ ★ 

実施内容 

政治倫理の確立のための吉
賀町長の資産等の公開に関す
る条例により町長の資産公開
を実施した。 
 
 
 

政治倫理の確立のための吉
賀町長の資産等の公開に関す
る条例により町長の資産公開
を実施した。 
 
 
 

政治倫理の確立のための吉
賀町長の資産等の公開に関す
る条例により町長の資産公開
を実施した。 
 

政治倫理の確立のための吉
賀町長の資産等の公開に関す
る条例により町長の資産公開
を実施する。 
 

 

効果等 

政治倫理の確立を図った。 
 
 
 
 
 
 

政治倫理の確立を図った。 
 
 
 
 
 
 

政治倫理の確立を図った。 
 

政治倫理の確立を図る。 
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番 号 ３―６―３ 

項 目 名 公正の確保と透明性の向上の推進 

議
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納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ③町長交際費の公開 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

情報公開条例に基づいて実
施した。 

情報公開条例に基づいて実
施した。 

情報公開条例に基づいて実
施した。 
 
公開請求件数   ０件 

情報公開条例に基づいて実
施する。 
 

 

効果等 

交際費の透明性確保を図っ
た。 
 
 
 
 
 

交際費の透明性確保を図っ
た。 
 
 
 
 
 

交際費の透明性確保を図っ
た。 

交際費の透明性確保を図
る。 
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番 号 ３―６―３ 

項 目 名 公正の確保と透明性の向上の推進 

議

会 

総

務 

政
策
企
画 

町

民 
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祉 

税

務 

地
籍
調
査 
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納 

産

業 

建

設 

水

道 

教

育 

実施項目 ④情報公開制度の充実（再掲） 

担当部署 

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 公正で透明性の高い行政運
営を確立するため、個人情報
の保護に留意しながら積極的
に情報公開を推進した。 
 年度内における実施状況は
以下のとおりであり、町広報
及び議会だよりにて公表し
た。 
・公開請求件数   ４件 
・公開決定等の件数 ４件 

（いずれも町長部局） 
・公開請求拒否件数 ０件 
・異議申立ての処理件数及び
決定状況     ０件 
 

 今年度も引き続き個人情報
の保護に留意しながら積極的
な情報公開を行う。 
より制度の充実を図るため
に町広報誌による制度の周知
を年度内に行う。 
 
（現在の状況） 
・公開請求件数   １１件 
・公開決定等の件数 １１件 
（町長部局１０件、農業委員
会１件） 
・公開請求拒否件数  ０件 
・異議申立ての処理件数及び
決定状況      １件 
 

 今年度も引き続き個人情報
の保護に留意しながら積極的
な情報公開を行った。 
制度の充実を図るために町
広報誌などによる制度の周知
を図った。 
 
（１９年度の状況） 
・ 公開請求件数 ３０件 
・ 公開決定数  ２５件 
・ 非公開     １件 
・ 不存在     ４件 
・ 公開拒否件数  ０件 
・ 異議申立ての処理件数及
び決定状況   ０件 

（町長部局２６件・農業委員
会１件・教育委員会３件） 
運用状況について広報「よし
か」６月号に掲載し公表する。 

請求件数が伸びつつあり、
今年度も引き続き個人情報の
保護に留意しながら積極的な
情報公開を行う。 
尚、より制度の充実を図る
ために町広報誌などによる制
度の周知を図る。 
 

 

効果等 

町政参画意識の高揚を図っ
た。 
 
 
 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図る。 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図った。 

町政参画意識の高揚と情報
提供機会の充実を図る。 
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項 目 名 省資源・環境対策の検討 
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産

業 

建

設 

水

道 

教
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実施項目 ①低公害車導入の検討 

担当部署 

 ●           
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施時期 
○ ○ ○ ○ ○ 

実施内容 

 取り組み無し。  取り組み無し。 導入の予定が無いため取組
み無し。 

 環境対策に優れたハイブリ
ッド車は高額であり、現状の
財政状況下での導入は困難で
あることから、車両更新が必
要となった場合に、低燃費、
低排出ガスを条件に含めた車
両選定を行う。 

 

効果等 
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項 目 名 省資源・環境対策の検討 

議
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設 
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道 

教
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実施項目 ②新エネルギービジョンの検討 

担当部署 

  ●          

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 省エネルギービジョン策定
とともに、新エネルギーの検
討を行った。 
 

 温暖化をはじめ地球環境対
策に対しては、行政のみなら
ず住民、事業者による取り組
みも必要となっている。この
ため、過去に策定した計画等
を参考に、住民、事業者との
連携・支援体制の検討を行う
こととした。 
尚、平成１９年度において
は、独立行政法人：新エネル
ギー・産業技術総合開発機構
の交付金事業として、地域新
エネルギービジョン策定に係
る事業化フィージビリティス
タディ調査（事業化可能性調
査）を実施することとした。 
又、太陽光発電設備設置に
対する町単独補助金制度につ
いては、引き続き継続するこ
ととし、住民に対しての周知
を行った。平成１８年度交付
実績は１０件。 

平成１９年度においては、
独立行政法人：新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構の
交付金事業として、地域新エ
ネルギービジョン策定に係る
事業化フィージビリティスタ
ディ調査（事業化可能性調査）
を実施した。 
又、太陽光発電設備設置に
対する町単独補助金制度につ
いては、引き続き継続し、 
８件３３６千円を交付した。 

本年度農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金事業とし
て、六日市温泉ゆ・ら・らに
おいて、チップボイラーの設
置をする。又、太陽光発電設
備設置に対する町単独補助金
制度については、引き続き継
続することとし、１０件 
４５０千円を予算化した。 

 

効果等 

環境対策に対する意識高揚
が図られた。 
 

環境対策に対する意識高揚
と新エネルギー事業化に向け
た基盤整備の目途がついた。 

環境対策に対する意識高揚
と新エネルギー事業化に向け
た基盤整備の目途がついた。 

環境対策に対する意識高揚
と新エネルギー事業化に向け
た基盤整備を図る。 
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項 目 名 省資源・環境対策の検討 
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実施項目 ③ゴミ排出量の削減 

担当部署 

○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 
実施時期 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

実施内容 

 不燃ごみ排出量の抑制を図
るため、指定袋の有料化を行
った。 

 今後策定予定の地球温暖化
対策実行計画の中でゴミの排
出量抑制の数値目標を定め全
庁で取り組む。 

 吉賀町地球温暖化対策実行
計画の中に、ごみ減量の項目
を設けて排出量削減に取り組
んだ。ただし、排出量の把握
が困難なため数値目標は立て
られなかった。 
［内容］ 
・用紙使用量の削減。 
・リサイクル可能な商品の購
入に努める。 
・物品の再利用や修理による
長期使用に努める。 
・使用済封筒の再利用。 
・トナーカートリッジのリサ
イクル。 
・古紙の分別と資源化。 
 

吉賀町地球温暖化対策実行
計画を引き続き推進する。 

 

効果等 

 年度内での効果は特に現れ
ていない。 
 
 
 
 
 

 省資源及び環境意識の高揚
を図る。又、数値目標の設定
によりゴミ排出量の抑制が期
待される。 

 省資源及び環境意識の高揚
を図ることにより、ゴミ排出
量の抑制が期待される。 

  

 




